
地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考

③利子補給
農業経営を営むた
めの住宅の改良

⑥その他愛知県
農業近代化資金利子
補給補助金

④要件なし

次のａ又はｂに掲げる要件に該当す
る場合に行う農業者が居住する住
宅の改良、造成又は取得に要する
資金
 ａ  農業振興地域の整備に関する
法律（昭和44年法律第58号）第６条
第１項の規定により指定された農業
振興地域、過疎地域自立促進特別
措置法（平成12年法律第15号）第２
条の過疎地域又は山村振興法（昭
和40年法律第64号）第７条第１項の
規定により指定された振興山村の
地域内の農業者が次のいずれかの
要件に該当する場
(a) 農業生産に伴って生ずる公害の
防止のために移転するとき又は土
地改良法（昭和24年法律第195号）
に規定する事業の実施に伴い移転
するとき。
(b) その意欲と能力からみて、今後
食料・農業・農村基本法において育
成することとされている効率的かつ
安定的な農業経営に発展し得る者
として知事が認めた者が、新たに主
たる事業として農業経営を営むた
めにその住宅を改良、造成又は取
得するとき。
(c) 自立経営を志向する農業後継
者が婚姻のため又は特別の理由が
ある場合として知事が特に必要と認
めた場合に新たにその住宅を取得
又は造成（独自の居室を作るため
の改良を含む。）するとき。
(d) 自立経営を志向する者が特別
の理由がある場合として知事が特
に必要と認めた場合にその住宅の
改良（台所、食事場、浴室、洗面
所、便所、し尿浄化装置及び自家
用給排水施設であって、知事が特
に普及を図る必要があると認めるも

農業者等
③その他の
要件

⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等

県の定める利子補給率
工事費用に係る資金借
入額に応じて決定

⑥その他特になし

都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県

愛知県
沿岸漁業改善資金生
活改善資金

愛知県 ⑥その他
沿岸漁業者の生活
改善を図るため

②融資（無利
子）

⑤要件なし
③その他の
要件

沿岸漁業の従事者等 特になし ④要件なし 特になし ⑥その他
償還期間7年以内
無利子・無担保

愛知県
あいち認証材利用促
進事業

愛知県 ⑥その他 県産木材利用促進
①補助（診断士
派遣を含む）

同じ建築士（同じ
会社）からの申
請は1件限り

⑤要件なし ④要件なし 県内で増改築された公共施
設以外の住宅・建築物

①ほかの補助事
業との併用は不
可

建築士が消費者に「あ
いち認証材」の利用を提
案し、設計・施工した場
合に助成

⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定

構造材等　8,000円／m3
内装材等　1,000円／m2

「あいち認証材」利用量に
応じて、助成額を算出

愛知県
地域材活用促進支援
事業

愛知県 ⑥その他 地域材利用促進
①補助（診断士
派遣を含む）

地域材（都道府
県単位の認定制
度により産地証
明された国産の
木材・木材製品）
を住宅等建築物
に使用した施主
に補助

⑤要件なし ④要件なし
県内で増改築された公共施
設以外の住宅・建築物

①ほかの補助事
業との併用は不
可

森林整備加速化・林業
再生事業のメニューで
平成23年度のみ

⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定

54千円～400千円
地域材の利用量に応じ
てランク分け（別紙参
照）

地域材の利用量に応じてラ
ンク分けをして該当する補
助金を交付

愛知県
民間木造住宅無料耐
震診断

名古屋市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし ⑥その他 診断業務に係る費用 全額

愛知県
民間木造住宅耐震改
修助成

名古屋市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

名古屋市の耐震診断
を受けること

②工事費用に応じて決定

補助対象工事費の1/2以内
（一般改修：上限90万円/
件、段階的改修：上限40万
円/件、50万円/件）

愛知県
民間非木造住宅耐震
診断助成

名古屋市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし ②工事費用に応じて決定
耐診断費用（延べ面積によ
る上限あり）の2/3以内で上
限5万円/戸

に普及を図る必要があると認めるも
のの改良に限る。）をするとき。
ｂ ａの対象地域内又は青年等の就
農促進のための資金の貸付け等に
関する特別措置法第８条の規定に
より指定された地域内において認
定就農者が、新たに主たる事業とし
て農業経営を営むために行う場合
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
民間非木造住宅耐震
改修助成

名古屋市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし ②工事費用に応じて決定

耐震改修設計：費用の2/3
（上限なし）
耐震改修工事：費用（延べ
面積による上限あり）の23%
の2/3（上限：一戸建て住宅
60万円、長屋及び小規模
共同住宅30万円、大規模
共同住宅50万円）

愛知県
障害者住宅改造補助
事業

名古屋市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

肢体不自由1～3級
又は視覚障害1～3級
愛護手帳1～3度
自閉症と診断された方
、又はその同居者。
但し所得制限あり。

現に居住している（又は予定
の）市内の家屋、新築は対象
外

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助基準額の0、1/4、1/2、
全額

愛知県
太陽光発電設備設置
補助

名古屋市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

名古屋市内の住宅に太陽光
発電を設置する個人又は法
人。

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

国の補助金の交付決
定を受けていることを
条件としている。

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助単価：4.8万円/kw。た
だし上限10kwまで

愛知県
太陽熱利用設備設置
補助

名古屋市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

名古屋市内の住宅に太陽熱
利用設備を設置する個人。

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助単価：1万円/㎡。ただ
し上限10㎡まで

愛知県
吹付けアスベスト対
策事業補助（分析調
査）

名古屋市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 解体予定がない ④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

アスベスト含有調査に要す
る費用の10/10

愛知県
吹付けアスベスト対
策事業補助（除去等）

名古屋市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 解体予定がない ④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

アスベスト除去等工事に要
する費用の2/3

愛知県
勤労者住宅資金融資
制度

豊橋市 ⑥その他

勤労者が住宅の新
築、増改築（耐震改
修工事又は耐震補
強工事を含む）、住
宅の購入に適用

④融資(有利
子）

⑤要件なし
③その他の
要件

勤労者 ④要件なし ⑥その他

融資
２５年以内
１５００万円
２．９％固定金利

愛知県
木造住宅耐震改修費
補助金

豊橋市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

S56.6以前の旧建築基準で
建築された木造住宅で、市
が実施する無料耐震診断等
により、判定値が1.0未満と
判定された住宅の所有者等

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

定額

愛知県
豊橋市高齢者住宅整
備資金融資

豊橋市 ⑥その他
高齢者の居室、浴
室等の増改築

④融資(有利
子）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内に居住し、高齢者のた
めに居室等を増改築する満
２０歳以上満６０歳未満の者

高齢者の居室確保 ④要件なし 特になし ⑥その他

市内に居住し、高齢者
のために居室等を増改
築する満２０歳以上満６
０歳未満の者

年利２．５％
３００万円まで
１０年返済

愛知県
豊橋市高齢者住宅整
備資金償還利子補給
補助金

豊橋市 ⑥その他
高齢者の居室、浴
室等の増改築

③利子補給 ⑤要件なし
③その他の
要件

市内に居住し、高齢者のた
めに居室等を増改築する満
２０歳以上満６０歳未満の者

高齢者の居室確保 ④要件なし 特になし ⑥その他

市内に居住し、高齢者
のために居室等を増改
築する満２０歳以上満６
０歳未満の者

年利２．５％
３００万円まで
１０年返済

愛知県 住宅改修費の支給 豊橋市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

ただし該当する等級は、下
肢、体幹、視覚障害の１～３
級

住宅の新築、増築、改築は
対象とならない

①ほかの補助事
業との併用は不
可

６５歳以上の方、４０～
６４歳までの介護保険
法の特定疾病に該当
する方は、介護保険制
度の居宅介護（支援）
住宅改修費制度を利
用となる

以下の場合は対象外
（１）住宅の新築、増築、改築
の場合
（２）申請時点において、すで
に住宅改修に着手又は完了し
ている場合
（３）住宅の修繕的なもの
（４）昇降機器の設置工事
（５）過去にこの制度を利用し
ている場合
（６）愛知県又は豊橋市障害
者住宅整備資金貸付若しくは
豊橋市高齢者住宅整備資金
貸付を利用している場合

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

３０万円以内

愛知県
障害者住宅整備資金
の貸付

豊橋市
②バリアフ
リー改修

③利子補給 ⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

ただし該当する等級は、身体
障害者手帳１～４級、療育手
帳Ａ・Ｂ判定

障害者の専用居室等を新
築、増築、改築又は改造工
事あるいは購入する場合

①ほかの補助事
業との併用は不
可

（１）市内に住所を有し、市内
に工事等を行おうとする者で、
申請時に満２０歳以上満６０歳
未満の者
（２）自己資金で工事等を行う
ことが困難な者
（３）償還能力がある者
（４）過去に豊橋市障害者住宅
整備資金及び豊橋市高齢者
住宅整備資金並びに愛知県
障害者住宅整備資金の貸し
付けを受けたことがない者
（５）親族が申請者となってい
ない障害者

⑥その他 利子補給 当該年度に償還した額
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
豊橋市生ごみ減量容
器購入補助金

豊橋市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

②都道府県（市区
町村）内の事業者

市内の販売店で購入
された容器が補助の
対象

③その他の
要件

市内に住所を有し、かつ、居
住している、とよはしエコファ
ミリー世帯に属する者

④要件なし ⑥その他
生ごみ減量容器の購入
費用

生ごみ減量容器の購入価
格の1/2（上限は3,000円）１
世帯につき２基限度

愛知県
豊橋市電動式生ごみ
処理機購入補助金

豊橋市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

②都道府県（市区
町村）内の事業者

市内の販売店で購入
された処理機が補助
の対象

③その他の
要件

市内に住所を有し、かつ、居
住している、とよはしエコファ
ミリー世帯に属する者

④要件なし ⑥その他
電動式生ごみ処理機の
購入費用

電動式生ごみ処理機の購
入価格の1/2（上限は
20,000円）１世帯につき1基
限度

愛知県
太陽光発電システム
設置整備事業補助金

豊橋市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内の住宅において発生し
た電力を使用するため補助
対象システムを設置しようと
する者で電力会社との太陽
光契約の契約者

自ら居住する又は居住予定
である建築物（住民票に記載
されている住所地にある建
築物に限る。また、店舗等と
の併用建築物を含む。）

④要件なし
とよはしエコフェミリーに
登録する世帯。

④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

太陽電池モジュールの
公称最大出力の合計値

1ｋＷあたり６万円
上限４ｋＷ

愛知県
豊橋市雨水貯留槽設
置整備事業補助金

豊橋市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
※運搬費、工事費等
は対象外

③その他の
要件

豊橋市内の居住地または居
住予定地に雨水貯留槽を購
入設置する方。

特になし ④要件なし
とよはしエコフェミリーに
登録する世帯。

⑥その他 本体購入費
本体購入費の２分の１以
内、上限１８，０００円

愛知県
重度身体障害者住宅
改修費助成事業

岡崎市
②バリアフ
リー改修

手すりの取り付けも
可能

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

６５歳以上の要介護者又は
下肢、体幹、視覚障害の１～
３級のかた

③その他
障害者の日具用品メ
ニューの中に２０万円
の改修枠あり

③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

上限額あり

愛知県
岡崎市住宅改修費助
成事業

岡崎市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

介護保険認定者及び６５歳
以上で要介護者または要支
援者と同程度の状態である
と市が認めた者

本市に住所を有する者
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

介護保険による住宅
改修に上乗せ補助

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

対象工事にかかる費用
対象工事にかかる費用、限
度額の範囲内なら全額補
助

愛知県
木造住宅耐震診断事
業

岡崎市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
愛知県木造住宅耐震
診断員登録者

③その他の
要件

所有者
市内の現在居住している木
造住宅（昭和56年5月以前建
築）

①ほかの補助事
業との併用は不
可

左記のとおり 特になし ⑥その他 診断士派遣 診断士派遣

・所有者

愛知県
木造住宅耐震改修費
等補助事業

岡崎市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
耐震改修計画は建築
士事務所登録のある
建築士が行うこと

③その他の
要件

・所有者
・市税を滞納していない者
・都市計画法、建築基準法に
違反していない

岡崎市木造住宅無料耐震診
断を受け評点1.0未満の住宅

①ほかの補助事
業との併用は不
可

左記のとおり 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事に要する
経費＋耐震改修計画に
要する経費

耐震改修計画のみ経費の
2/3

愛知県
非木造住宅耐震診断
費補助事業

岡崎市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
一級建築士又は二級
建築士

③その他の
要件

・所有者
・市税を滞納していない者
・都市計画法、建築基準法に
違反していない

市内の鉄骨、鉄筋コンクリー
ト、鉄骨鉄筋コンクリート造の
住宅（昭和56年5月以前建
築）

①ほかの補助事
業との併用は不
可

左記のとおり 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震診断に要する経費 診断に要する経費の2/3

愛知県
非木造住宅耐震改修
費補助事業

岡崎市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
耐震改修評定を受け
工事を行う者

③その他の
要件

・所有者
・市税を滞納していない者
・都市計画法、建築基準法に
違反していない

耐震診断の結果安全でない
と判断された市内の鉄骨、鉄
筋コンクリート、鉄骨鉄筋コン
クリート造の住宅（昭和56年
5月以前建築）

①ほかの補助事
業との併用は不
可

左記のとおり 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修に要する経費
改修に要する経費の23%と
延べ面積×32600円を比較
した少ない額

愛知県
岡崎市アスベスト対
策費補助金

岡崎市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

①建物所有者②分析調査済
（検出有）③市税完納

市内のアスベストの吹付け
が認められる建築物

③その他

二重補助は認められ
ない（同一建築物内で
全く別個の工事、箇所
への補助は可）。

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

アスベスト除去、封じ込
め、囲い込み、除去後の
耐火被覆の復旧に係る
費用

対象経費の3分の2
ただし、180万円が上限

愛知県
岡崎市家庭用新エネ
ルギーシステム設置
等補助金

岡崎市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
設置予定住宅に自ら居住し
電灯契約者であること

④要件なし
他の補助事業との併
用可

④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

１kWあたり2万円（上限
3kW）

愛知県
岡崎市家庭用新エネ
ルギーシステム設置
等補助金

岡崎市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
設置予定住宅に自ら居住し
ていること

④要件なし
他の補助事業との併
用可

③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

1台あたり5万円

愛知県
浄化槽転換設置整備
事業

岡崎市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
設置については、浄
化槽設備士が行うこ
と

③その他の
要件

・補助対象区域内であること
・事業を行う場所に住民登録
があること

既存の単独処理浄化槽又は
くみ取り便所があること

④要件なし
設置した合併処理浄化
槽は原則７年以上は使
用すること

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

設置及び撤去等にかか
る費用

事業にかかった実費又は
上限額

愛知県
岡崎市生活資金等融
資あっせん制度

岡崎市 ⑥その他
防災のために住宅
の改修などの促進

④融資(有利
子）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内に引き続き１年以上住
んでいること
市税を完納していること
生活資金等の融資を受けて
いないこと
取扱金融機関が指定する債
務保証を業務とするも者の
保証をうけること

特になし ④要件なし 特になし ②工事費用に応じて決定
使途のわかる見積書に
て決定

融資期間　　　　利率
１０年以内　　　年２．０％

愛知県
岡崎市雨水貯留浸透
施設設置補助事業

岡崎市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

③その他の
要件

補助対象区域内において土
地又は建築物を所有し、又
は使用している者

特になし
①ほかの補助事
業との併用は不
可

構造等で基準がある ②工事費用に応じて決定
工事費の5分の3で上限9万
円
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
衛生設備資金貸付制
度

岡崎市 ⑥その他

公共下水道、農業
集落排水処理施設
への接続における
便所改造工事、排
水設備施工工事

②融資（無利
子）

④その他の要件 市指定業者
③その他の
要件

・下水道処理区域内の土地
または家屋所有者、使用者
・連帯保証人１人を立てられ
るかた
・貸付金の返済能力を有す
ること
・申込者、連帯保証人共に市
税を完納していること

公共下水、農業集落排水処
理施設区域内の建物

④要件なし 特になし ②工事費用に応じて決定 貸付限度内

愛知県
民間木造住宅耐震改
修費補助金

一宮市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
・所有者
・市税を滞納していない者

旧基準木造住宅で、木造住
宅耐震診断を受けたもので
判定値が1.0以上かつ1.0未
満と診断された階別方向別
上部構造評点を判定値に0.3
を加算した数値以上とする工
事

①ほかの補助事
業との併用は不
可

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

・耐震補強工事に係る
費用　　　　・平成22年度
に申し込みをした方に限
る

上限90万円

愛知県
介護予防住宅改修費
助成事業

一宮市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

介護保険の要介護・要支援
に該当しない方のうち、70歳
以上のみの世帯の方

特になし
①ほかの補助事
業との併用は不
可

工事着工前に申請が必
要

②工事費用に応じて決定
工事費用の9割(54,000円を
限度)を助成

愛知県
住宅用太陽光発電シ
ステム設置補助事業

一宮市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

自ら居住する又は居住予定
である市内の住宅（店舗、事
務所等の併用住宅を含む）
に住宅用太陽光発電システ
ムを新た 設置 うとする

①電力会社と電力需給契約を
締結していること。
② 住宅の屋根等への設置に適
した、低圧配電線と逆潮流有り
で連系し、かつ、太陽電池の最
大出力（補助対象システムを構
成する太陽電池モジュールの公
称最大出力をいう。）の合計値
（キロワット表示とし、少数点以
下２桁未満を四捨五入。）が１０
キロワット未満であること。
③ 未使用品であること。
④ 太陽電池の出力を監視する
等により、起動及び停止等に関

③その他
国の実施する補助事
業と併用可

④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

太陽電池モジュールの公
称最大出力の合計値（ｋW）
×2万円（上限４ｋW）
（合計値（ｋW)は小数点以

桁未満を 捨
ステム設置補助事業 フォ ム促進 派遣を含む）

ムを新たに設置しようとする
方。ただし、１世帯につき1回
限り。

等により、起動及び停止等に関
して全自動運転（自動起動・自
動停止）を行う機能を有するもの
であること。
⑤ 太陽電池モジュールは、財団
法人電気安全環境研究所の認
証品であるもの又はそれに準ず
る製品であることを製造事業者
が証明したものであること。
⑥ 系統連系保護装置は、財団
法人電気安全環境研究所の認
証品か、電力会社が認めたもの
であるもの。

業と併用可 応じて補助額を設定
下2桁未満を四捨五入し、
補助額に千円未満端数が
あるときは切り捨て）

愛知県
家庭用燃料電池コー
ジェネレーションシス
テム設置補助事業

一宮市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

自ら居住する又は居住予定
である市内の住宅（店舗、事
務所等との併用住宅を含
む。）に家庭用燃料電池コー
ジェネレーションシステムを
新たに設置しようとする方。
ただし、１世帯につき１回限り
の申請とします。

① 設置予定の補助対象シス
テムが、一般社団法人燃料
電池普及促進協会が指定し
た補助対象システムであるこ
と。
② 未使用品であること。

③その他
国の実施する補助事
業と併用可

③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

７万円

愛知県
建築物吹付けアスベ
スト対策事業（調査）

一宮市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

国費のみ ⑤要件なし ④要件なし

・所有者
・市税を滞納していない者
・都市計画法、建築基準法に
違反していない

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

分析調査事業に要する
経費で分析による調査
を実施する機関に対し
て支払う費用

対象経費の全額。ただし上
限25万円

愛知県
建築物吹付けアスベ
スト対策事業（除去
等）

一宮市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

・所有者
・市税を滞納していない者
・都市計画法、建築基準法に
違反していない

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

アスベスト除去事業に要
する経費でアスベストの
除去を行う施工者に対し
て支払う費用

対象経費の２/３かつ上限
180万円

愛知県
瀬戸市民間木造住宅
耐震改修費補助事業

瀬戸市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税の滞納がないもの

昭和５６年５月３１日以前に
着工された在来木造住宅
（伝統工法を含む）で瀬戸市
が行う無料耐震診断で判定
値が１．０未満と判定された
もの

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修上有効な工事
にかかる費用

耐震改修工事費の１/２か
つ上限９０万円

愛知県
生ごみ処理機購入補
助金

瀬戸市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 登録業者
③その他の
要件

市税の滞納がないもの ④要件なし ⑥その他 購入費
購入価格の１／２かつ　上
限１万円
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
瀬戸市住宅用太陽光
発電システム設置費
補助事業

瀬戸市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
③その他の
要件

市税の滞納がないもの ④要件なし ⑥その他 設置工事に要した経費
太陽光パネル最大出力合
計値に２万円を乗じた額
上限8万円

愛知県
半田市民間木造住宅
耐震改修費補助事業

半田市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税の滞納がないもの

昭和５６年５月３１日以前に
着工された在来木造住宅
（伝統工法を含む）で瀬戸市
が行う無料耐震診断で判定
値が１．０未満と判定された
もの

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修上有効な工事
にかかる費用

耐震改修工事費の１/２か
つ上限６０万円＋１／１か
つ上限３０万円

愛知県
半田市住宅改善費助
成

半田市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税の滞納がないもの

身体障がい者手帳１級か
ら３級の交付を受けた下
肢、体幹及び視覚障がい
の方

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

10/10

愛知県
半田市介護保険住宅
改修費

半田市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税の滞納がないもの 特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

9/10

愛知県
半田市アスベスト対
策費補助金

半田市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税の滞納がないもの 特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

分析調査　１０/10
除去　　2/3

愛知県
太陽光発電システム
設置費補助金

半田市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税の滞納がないもの 特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

１０/10

愛知県
家庭用燃料電池シス
テム設置費補助金

半田市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税の滞納がないもの 特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

１０/10

愛知県
生ごみ堆肥化容器等
設置補助金

半田市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税の滞納がないもの 特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

２/3

愛知県
住宅・建築物安全ス
トック形成事業

春日井市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

・春日井市内にある住宅
・昭和56年５月31日以前に着
工されたもの
・春日井市が実施した耐震
診断において判定地が1.0未
満（倒壊する可能性がある又
は倒壊する可能性が高い）と
診断された住宅

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

【耐震診断】
（木造）定額（全額）
（非木造）耐震診断に要す
る費用と基準額を比較し
て、いずれか少ない額の３
分の２以内かつ市の定める
限度額以内
【耐震改修工事】
（木造）耐震改修工事に係
る費用の２分の１
（非木造）耐震改修工事に
係る費用の23％の３分の２
以内

愛知県
春日井市居宅生活動
作補助用具支給（住
宅改修）事業

春日井市
②バリアフ
リー改修

①補助 ⑤要件なし
③その他の
要件

視覚、下肢若しくは体幹機能
障害又は乳幼児期以前の非
進行性の脳病変による運動
機能障害（移動機能障害に
限る）を有する身体障害者で
あって障害等級３級以上の
方（それぞれの個別等級で３
級以上が必要）。ただし、特
殊便器への取替えをする場
合は上肢障害２級以上の両
方の障がいのある方。
※介護保険の給付対象の方
を除く。

過去に住宅改修に係る市の
助成を受けていない住宅（助
成は１家屋１回のみ) ④要件なし 特になし ⑥その他 対象工事部分のみ助成

限度額２０万円
課税世帯は１割負担有り
（ただし、所得制限有り）

愛知県
合併処理浄化槽設置
整備事業

春日井市 ⑥その他 生活排水処理対策
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件

浄化槽設備士の資格
を有した者に実地に
監督させなければな
らない

③その他の
要件

公共下水道認可区域を除い
た地域内において、専用住
宅に合併処理浄化槽を設置
しようとする個人

専用住宅(住宅部分の延べ
床面積が１／２以上の併用
住宅を含む)

④要件なし
公共事業等の移転補償
を受けた又は受けようと
する場合は除く

④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

定額
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
地球温暖化対策機器
設置費補助事業

春日井市
③エコリ
フォーム促進

①補助 ⑤要件なし ④要件なし

太陽光発電システムを設置
後に居住していること（住民
票又は外国人登録原票記載
事項証明書で確認）

特になし ④要件なし

補助金の交付を受けよ
うとする者は、対象シス
テムに係る設置工事に
着手する7日前までに、
補助金交付申請書を提
出しなければならない。

④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

太陽光発電システムの
設置に係る費用

補助金額：10,000円にシス
テムを構成する太陽電池モ
ジュールの最大出力値（単
位は、キロワットとし、小数
第3位を切り捨てる。出力4
キロワットを超えるシステム
にあっては、4キロワットと
する。）を乗じて得た額
（1,000円未満切り捨て）

愛知県
木造住宅無料耐震診
断

豊川市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 診断士による
③その他の
要件

所有者
昭和５６年以前の建物
市内の住宅
住んでいるもの

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震診断 全額行政による負担

愛知県
木造住宅耐震改修補
助

豊川市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者
昭和５６年以前の建物
市内の住宅
住んでいるもの

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

無料耐震診断を受け
たもの

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事 対象経費の１０分の１０

愛知県
非木造住宅耐震診断
補助

豊川市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 建築士
③その他の
要件

所有者
昭和５６年以前の建物
市内の住宅
住んでいるもの

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震診断 対象経費の３分の２以内

愛知県
非木造住宅耐震改修
補助

豊川市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者
昭和５６年以前の建物
市内の住宅
住んでいるもの

④要件なし
耐震改修認定を受けた
もの

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事 対象経費の２３％以内

愛知県
アスベスト対策事業
補助

豊川市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者
アスベストが吹きつけられた
建物

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

除去工事 対象経費の３分の２以内

愛知県 障害者住宅改修補助 豊川市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
日常生活用具の給付
に関する契約を市と
締結した事業者

①高齢者・身
体障害者の
み

下肢、体幹機能障害、視覚
又は乳幼児期以前の非進行
性の脳病変による運動機能
障害（移動機能障害に限る）
を有する者で、障害等級３級
以上であって、原則として６
歳以上の者（ただし、特殊便
器への取替えをする場合は
上肢障害２級以上の者）

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

バリアフリー工事 定額

愛知県
雨水貯水タンク設置
補助

豊川市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

設置者
地上設置で、１００リットル以
上のもの

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

雨水貯水タンク設置工
事

対象経費の２分の１

愛知県
雨水浸透ます設置補
助

豊川市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

設置者 １世帯４基まで ④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

雨水浸透ます設置工事 対象経費の２分の１

愛知県
生ごみ処理機設置補
助

豊川市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

購入者 一世帯で一機のみ ④要件なし ⑥その他 生ごみ処理機設置 対象経費の２分の１

愛知県
住宅・建築物安全ス
トック形成事業

津島市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

右欄の支援対象
は、愛知県建築
士事務所協会に
対して単価契約
しております。

④その他の要件
愛知県に登録された
耐震診断員

④要件なし 特になし ④要件なし 特になし ⑥その他 4万5千円/件
国：1/2　　　　　　県：1/4
市：１/4

愛知県
愛知県住宅・建築物
安全ストック形成事
業

津島市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ③その他
津島市の耐震診断を
受けていただいた方

特になし ⑥その他 90万円/件
県：5/8
市：3/8

愛知県
愛知県住宅・建築物
安全ストック形成事
業

津島市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ③その他
津島市の耐震診断を
受けていただいた方

特になし ⑥その他 30万円/件
国：1/10
市：9/10

愛知県
津島市住宅用太陽光
発電システム設置費
補助金事業

津島市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

国の補助金交付決定
を受けた者を対象とし
ます。

市税等の滞納がないこ
と

④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

１kwあたり２万円
（上限４kw・８万円まで）

県：1/4以内
市：3/4

愛知県 耐震改修補助 碧南市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
耐震診断の結果判定値が
１．０未満の住宅

①ほかの補助事
業との併用は不
可

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

 

補助対象工事費の３分の２
（上限９０万円）
補助対象設計費の３分の２
（上限１０万円）
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県

介護保険住宅改修
費・
高齢者等住宅改善費
補助金

碧南市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし ②工事費用に応じて決定 保険給付費に相当する９割

愛知県
新エネルギーシステ
ム導入促進費補助金

碧南市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

1キロワット当たり７万円
（最大出力値が４キロ
ワットを超えるときは、４
キロワット）

1キロワット当たり７万円（最
大出力値が４キロワットを
超えるときは、４キロワット）

愛知県
生ごみ処理機購入補
助

碧南市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし ⑥その他

生ごみ処理機　１世帯１
台
コンポスト　１世帯２台ま
で

生ごみ処理機：購入金額の
３分の２で上限５万円
コンポスト：購入金額の３分
の２で１台につき上限７千
円

愛知県 住宅改善費補助金 碧南市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし ②工事費用に応じて決定
住宅改善に要した経費
とし、５０万円が限度。

住宅改善に要した経費と
し、５０万円が限度。

愛知県
愛知県障害者住宅整
備資金貸付制度

碧南市
②バリアフ
リー改修

④融資(有利
子）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし
貸付限度額３００万円
利率　年３％以内

愛知県
木造住宅無料耐震診
断

碧南市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし ⑥その他 診断士の派遣

１）耐震診断の結果判定値 １）補助対象工事費の３分

愛知県 地震対策補助 碧南市 ⑥その他
１）耐震建替補助
２）耐震解体補助

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

１）耐震診断の結果判定値
が１．０未満の住宅
２）耐震診断の結果判定値
が０．７未満であり、緊急輸
送道路等から軒高以内の距
離に建つ住宅

①ほかの補助事
業との併用は不
可

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

１）補助対象工事費の３分
の２（上限６０万円）
　　補助対象設計費の３分
の２（上限１０万円）
２）補助対象工事費の３分
の２（上限２０万円）

愛知県
木造住宅無料耐震診
断事業

刈谷市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者

昭和56年以前の木造住宅で
2階以下、在来工法又は伝統
工法であり、戸建、長屋等、
現在居住しているもの

④要件なし 市税の滞納がないこと
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

定額

愛知県
木造住宅耐震改修費
等補助事業

刈谷市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者

昭和56年以前の木造住宅で
２階以下、在来工法又は伝
統工法であり、戸建、長屋
等、現在居住しているもの

③その他

木造住宅耐震改修費
補助、木造住宅簡易改
修費補助、木造住宅取
壊し費補助のうちどれ
か１つ

②工事費用に応じて決定 補助対象経費の10分の10

愛知県
非木造住宅耐震診断
費補助事業

刈谷市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者又は管理組合等

昭和56年以前に建てられた
非木造の戸建、長屋、共同
住宅で現に居住している建
物

④要件なし ②工事費用に応じて決定 補助対象経費の3分の2

愛知県
非木造住宅耐震改修
費補助事業

刈谷市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者又は管理組合等

昭和57年以前に建てられた
非木造の戸建、長屋、共同
住宅で現に居住している建
物、延べ面積が1,000㎡以上
かつ地階を除く階数が3階以
上のもの以外

④要件なし ②工事費用に応じて決定 補助対象経費の3分の2

愛知県
木造住宅取壊し費補
助事業

刈谷市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者
耐震診断の結果が1.0未満で
あった住宅を一棟全て取壊
す場合

③その他

木造住宅耐震改修費
補助、木造住宅簡易改
修費補助、木造住宅取
壊し費補助のうちどれ
か１つ

②工事費用に応じて決定 補助対象経費の10分の10

愛知県
木造住宅簡易改修費
補事業

刈谷市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者

昭和56年以前の木造住宅で
２階以下、在来工法又は伝
統工法であり、戸建、長屋
等、現在居住しているもの

③その他

木造住宅耐震改修費
補助、木造住宅簡易改
修費補助、木造住宅取
壊し費補助のうちどれ
か１つ

②工事費用に応じて決定 補助対象経費の10分の10
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
ブロック塀等撤去費
補助事業

刈谷市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者

道路・公共施設に面したブ
ロック塀等で、道路からの高
さが1m以上のものを撤去す
る場合

④要件なし ②工事費用に応じて決定

撤去に係る工事費または、
撤去する塀の長さに1万円
を掛けた額のいずれか少
ない額の半額

愛知県
アスベスト対策費補
助事業

刈谷市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者
市内に存する建築物のうち、
吹付けアスベスト等が施行さ
れているおそれのある建物

④要件なし ②工事費用に応じて決定
除去に要した経費の3分の
2

愛知県
刈谷市住宅改修費支
給事業

刈谷市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
市の指名業者であり
代理受領申出のある
業者

①高齢者・身
体障害者の
み

障害等級３級以上に該当す
る下肢障害、体幹機能障
害、視覚障害者又は乳幼児
期以前の非進行性の脳病変
による運動機能障害のうち
移動機能障害を有する学齢
児以上であること（特殊便器
への取替えについては、障
害等級２級以上に該当する
上肢障害を有する学齢児以
上のもの）所得制限あり

特になし
①ほかの補助事
業との併用は不
可

高齢者住宅バリアフ
リー化工事の補助・介
護保険住宅改修との
併用は不可

特になし ②工事費用に応じて決定 住宅改修に要する費用

２００，０００円まで・・９０
/100    ２００，００１円から３
００，０００円まで・・１００
/100   　　　　　  　３００，０
０１から０円

愛知県
雨水貯留浸透施設設
置補助事業

刈谷市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし ⑥その他

雨水貯留施設・雨水浸
透桝
・雨水浸透管・雨水浸透
U型側溝 ・透水性舗装
の設置に関する補助

雨水貯留施設１基当たり
貯留量　100ℓ以上200ℓ未
満 15,000円　200ℓ以上
25,000 円または、設置費用
の２／３のいずれか低い額
を補助。一団の土地につき
２基を上限　他詳細につい
てはHP参照てはHP参照

愛知県
刈谷市住宅用太陽光
発電システム設置費
補助事業

刈谷市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内の住所を有し、次のい
ずれかの要件を満たす者
①平成22年4月1日以降に自
らが居住する市内の住宅に
システムを設置すること
②自らが居住する目的で、
予め補助対象システムの認
定を受けた市内の新築のシ
ステム付き住宅を購入するこ
と

市内の住宅 ③その他

原則として併給可能。
ただし、例外として、太
陽熱利用システムと一
体型のシステムの場
合、太陽熱利用システ
ム設置費補助金との
併給は不可。

④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

システムの発電能力に
応じた金額を補助

太陽電池モジュールの最
大出力（単位：ｋＷ）に6万円
を乗じて得た金額を補助す
る。
※千円未満の端数は切り
捨て※上限２４万円

愛知県
刈谷市高効率エネル
ギーシステム設置費
補助事業

刈谷市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内の住所を有し、次のい
ずれかの要件を満たす者
①自らが居住する市内の住
宅にシステムを設置すること
②自らが居住する市内の新
築のシステム付き住宅を購
入すること

市内の住宅
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

一般社団法人燃料電
池普及促進協会の補
助金の交付を受けてい
ることが必要

③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

エネファーム１台当たり
１０万円

定額

愛知県
刈谷市住宅用太陽熱
利用システム設置費
補助事業

刈谷市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内に住所を有し、自らが居
住する市内の住宅にシステ
ムを設置した者

市内の住宅 ③その他

原則として併給可能。
ただし、例外として、太
陽光発電システムと一
体型のシステムの場
合、太陽光発電システ
ム設置費補助金との
併給は不可。

③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

強制循環型及び空気集
熱型は5万円
自然循環型は2万5千円

定額

愛知県
豊田市民間建築物吹
付けアスベスト等対
策事業

豊田市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

対象建築物の所有者で市税
を滞納していないもの

特になし ④要件なし １棟につき１回限り ②工事費用に応じて決定
アスベスト分析調査に要
した費用

10/10以内

愛知県
豊田市民間建築物吹
付けアスベスト等対
策事業

豊田市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

対象建築物の所有者で市税
を滞納していないもの

特になし ④要件なし １敷地につき１回限り ②工事費用に応じて決定
アスベスト除去等に要し
た費用

2/3以内
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
豊田市非木造住宅等
耐震化促進事業

豊田市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

①旧基準建築物を所有又
は、管理している者
②市税を滞納していない者
③都市計画法及び建築基準
法に違反していない建築物
を所有している者
④（財）愛知県住宅センター
の耐震構造委員会の耐震診
断において耐震診断判定を
うけること

旧基準（昭和５６年5月３１日
以前の着工）の非木造住宅
等

④要件なし 事前相談を受けること ②工事費用に応じて決定

基準額とは
　　　　　　延べ面積　１０
００㎡以内の部分は延
べ面積１㎡当たり２０００
円を乗じて得た額
　　　　　　延べ面積１００
０㎡超えて２０００㎡以内
の部分は延べ面積１㎡
当たり１５００円を乗じて
得た額
　　　　　　延べ面積２００
０㎡越える部分は延べ
面積１㎡当たり１０００円

①一戸建て非木造住宅　１
棟毎に、当該事業に要する
経費と、１３０千円とを比較
して、いずれか少ない額の
２/3以内
②１戸建て以外非木造住
宅　１棟毎に、当該事業に
要する経費と基準額とを比
較して、いずれか少ない額
の2/3以内

愛知県
豊田市非木造住宅等
耐震化促進事業

豊田市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

①旧基準建築物を所有又
は、管理している者
②市税を滞納していない者
③都市計画法及び建築基準
法に違反していない建築物
を所有している者
④（財）愛知県住宅センター
の耐震構造委員会の耐震診
断において耐震改修評定を
うけること

旧基準（昭和５６年5月３１日
以前の着工）の非木造住宅
等

④要件なし 事前相談を受けること ②工事費用に応じて決定

①マンション　１棟毎に当該
事業に要する経費と、延べ
面積に１㎡当たり４７，３００
円を乗じた額に２６３，０００
円を加算した額とを比較し
て、いずれか少ない額の２/
３以内
②マンション以外　１棟毎に
当該事業に要する経費と、
延べ面積に１㎡当たり３２、
６００円を乗じた額に３．
５％を乗じて得た額に２６
３，０００円を加算した額と
比較にて、いずれか少ない
額の２/３以内

①マンション　１棟毎に、当
該事業に要する経費の２
３％と、延べ面積に１㎡当
たり４７、３００円を乗じて得
た額 相当する額

愛知県
豊田市非木造住宅等
耐震化促進事業

豊田市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

①旧基準建築物を所有又
は、管理している者
②市税を滞納していない者
③都市計画法及び建築基準
法に違反していない建築物
を所有している者
④（財）愛知県住宅センター
の耐震構造委員会の耐震診
断において耐震改修評定を
うけること

旧基準（昭和５６年5月３１日
以前の着工）の非木造住宅
等

④要件なし 事前相談を受けること ②工事費用に応じて決定

た額の２３％に相当する額
と比較して、いずれか少な
い額の2/3以内
②マンション以外　１棟毎
に、当該事業に要する経費
の２３％と、延べ面積に１㎡
当たり３２、６００円を乗じて
得た額の２３％に相当する
額とを比較して、いずれか
少ない額の２/３以内
③緊急輸送道路沿道の住
宅　１棟毎に、当該事業に
要する経費と、延べ面積に
マンションを除く住宅は１㎡
当たり３２、６００円を、、マ
ンションは１㎡当たり４７、３
００円を乗じて
得た額とを比較して、いず
れか少ない額の２/３以内

愛知県
豊田市民間木造住宅
耐震改修費等補助事
業

豊田市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
診断員は愛知県木造
住宅耐震診断員に登
録している者

③その他の
要件

旧基準木造住を所有してい
る者
市税を滞納していない者
都市計画法建築基準法に違
反していない建築物

①旧基準(昭和５６年５月３１
日以前着工）の木造住宅
②２階建て以下

④要件なし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

１戸当たり４５、０００円で
国が１/2以内県１/４以内
市１/4以内

愛知県
豊田市民間木造住宅
耐震改修費等補助事
業

豊田市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし

豊田市が実施する無
料耐震診断で判定値
が１．０未満と診断せ
れた住宅について一
般診断法による判定
値をを１．０以上とす
る設計

③その他の
要件

旧基準木造住を所有してい
る者
市税を滞納していない者
都市計画法建築基準法に違
反していない建築物

①旧基準(昭和５６年５月３１
日以前着工）の木造住宅
②２階建て以下

④要件なし ②工事費用に応じて決定

豊田市が実施する無料
耐震診断で判定値が１．
０未満と診断せれた住
宅について一般診断法
による判定値をを１．０
以上とする設計

耐震改修計画に要する対
象経費の１/２以内

愛知県
豊田市民間木造住宅
耐震改修費等補助事
業

豊田市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし

豊田市が実施する無
料耐震診断で判定値
が１．０未満と診断せ
れた住宅について一
般診断法による判定
値を＋０．３以上かつ
１．０以上とする工事

③その他の
要件

旧基準木造住を所有してい
る者
市税を滞納していない者
都市計画法建築基準法に違
反していない建築物

旧基準の木造住宅
２階建て以下

④要件なし ②工事費用に応じて決定

豊田市が実施する無料
耐震診断で判定値が１．
０未満と診断せれた住
宅について一般診断法
による判定値を＋０．３
以上かつ１．０以上とす
る工事

補強工事に係る工事費の１
/２以内
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
豊田市民間木造住宅
耐震改修費等補助事
業

豊田市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし

豊田市が実施する無
料耐震診断で判定値
が１．０未満と診断せ
れた住宅について一
般診断法による判定
値を＋０．３以上かつ
１．０以上とする工事

①高齢者・身
体障害者の
み

旧基準木造住を所有してい
る者
市税を滞納していない者
都市計画法建築基準法に違
反していない建築物

旧基準の木造住宅
２階建て以下

④要件なし ②工事費用に応じて決定

豊田市が実施する無料
耐震診断で判定値が１．
０未満と診断せれた住
宅について一般診断法
による判定値を＋０．３
以上かつ１．０以上とす
る工事

補強工事費のうち上限２０
万円を定額

愛知県
豊田市民間木造住宅
震災対策耐震化事業

豊田市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし

豊田市が実施する無
料耐震診断で判定値
が１．０未満と診断せ
れた住宅について一
般診断法による判定
値を＋０．３以上かつ
１．０以上とする工事

③その他の
要件

旧基準木造住を所有してい
る者
市税を滞納していない者
都市計画法建築基準法に違
反していない建築物

旧基準の木造住宅
２階建て以下

④要件なし ②工事費用に応じて決定

豊田市が実施する無料
耐震診断で判定値が１．
０未満と診断せれた住
宅について一般診断法
による判定値を＋０．３
以上かつ１．０以上とす
る工事

補強工事費のうち上限３０
万円を定額

愛知県
豊田市民間木造住宅
耐震改修費等補助事
業

豊田市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし

豊田市が実施する無
料耐震診断で判定値
が0.7未満と診断せれ
た３０㎡以上の現に
居住している住宅に
ついての解体工事

③その他の
要件

旧基準木造住を所有してい
る者
市税を滞納していない者
都市計画法建築基準法に違
反していない建築物

旧基準の木造住宅
２階建て以下
３０㎡以上の住宅

④要件なし ②工事費用に応じて決定

豊田市が実施する無料
耐震診断で判定値が０．
７未満と診断せれた現
に住んでいる住宅につ
いて３０㎡以上の住宅の
解体工事

解体撤去費用の内、２０万
円を定額補助

愛知県
豊田市災害防止事業
資金融資あっせん及
び利子補給事業

豊田市 ④災害予防 ③利子補給 ⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし ②工事費用に応じて決定
市長と取扱金融機関にお
いて協議して定める

愛知県
生ごみ処理機器購入
費補助金制度

豊田市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 日本国内の販売店
③その他の
要件

処理機器購入日に市内に住
居を有し、引き続き市内に住
居を有する見込みの個人

特になし ④要件なし
申請期限は、購入費か
ら起算して６か月以内

⑥その他
生ごみ処理機器購入費
に対する補助

購入費の半額
費補助金制度 ォ 促進 派遣を含む） 要件

居を有する見込みの個人
ら起算して か月以内 に対する補助

愛知県
豊田市合併処理浄化
槽設置整備事業

豊田市
⑤リフォーム
促進

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 愛知県登録業者
③その他の
要件

豊田市域のうち、市街化調
整区域及び都市計画区域外
で、次に定める区域を除く地
域、
（１）下水道法（昭和３３年法
律第７９号）第４条第１項の
認可又は同法第２５条の３第
１項の認可を受けた区域
（２）コミュニティ・プラント事業
処理区域
（３）農業集落排水事業処理
区域
（４）市が管理する共同し尿
浄化槽の処理区域
（５）その他市長が指定する
区域
で、専用住宅に５０人槽以下
の合併処理浄化槽を設置す
る個人（居住を目的として、
建売業者等から専用住宅を
購入する個人を含む）

専用住宅、併用住宅(延べ床
面積の１／２以上を居住用
に供する建物)など主に居住
用の建物に合併処理浄化槽
を設置し、居住しようとする
個人(法人は対象外)。
ただし、アパート・借家・別荘
等、貸借や転売を目的とする
建物や日常的に利用されな
い建物は対象外。
※ 事業完了の実績報告書
の提出時に浄化槽設置場所
に居住し、設置場所に住民
登録していることが必要。
（住民票の写しの提出が必
要）
補助金の対象浄化槽は、Ｂ
ＯＤ除去率９０％以上で放流
水のＢＯＤ２０mg／・以下か
つ総窒素濃度２０mg／・以下
の機能を有する５０人槽以下
の合併処理浄化槽

①ほかの補助事
業との併用は不
可

・市税の滞納がないこ
と。
・完成時に居住するこ
と。（別荘等は対象外）
・年度内に完了するこ
と。

②工事費用に応じて決定
補助額より安く工事がで
きた場合はその工事額
を上限とする。

●定額
5人槽（新設）：204,000円、5
人槽（設転）：324,000円、5
人槽（撤去）：372,000円
6～7人槽（新設）：246,000
円、6～7人槽（設転）：
366,000円、6～7人槽（撤
去）：414,000円
8～50人槽（新設）：312,000
円、8～50人槽（設転）：
432,000円、8～50人槽（撤
去）480,000円
〔その他の上乗せ制度〕
・合併処理浄化槽集落促進
事業（＋48,000円/1基）
　自治区等が計画的に年
間５基以上の合併処理浄
化槽に転換（撤去含む）す
る場合
・水道水源地区上乗せ制度
（＋5人槽：120,000円、6～7
人槽：130,000円、8～50人
槽：150,000円）
　水道水源地区で合併処
理浄化槽に転換（撤去含
む）する場合

愛知県

豊田市エコファミリー
支援補助金（住宅用
太陽光発電システム
設置に対する補助）

豊田市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

（１）エコファミリー宣言をした
方
（２）市税を滞納していない方
（３）自ら居住する市内の住
宅に自ら購入した対象システ
ムを設置し、電力会社と電灯
契約を締結する方
など

市内の住宅 ④要件なし 特になし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

1kW当たり3万円 定額
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県

豊田市エコファミリー
支援補助金（家庭用
燃料電池システム設
置に対する補助）

豊田市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

（１）エコファミリー宣言をした
方
（２）市税を滞納していない方
（３）自ら居住する市内の住
宅に対象システムを自ら購
入し設置する方
など

市内の住宅 ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

対象システムの設置に
要する費用（税抜）

5%

愛知県
豊田市すこやか住宅
リフォーム事業

豊田市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

身体障害者福祉法（昭和２４
年法律第２８３号）第１５条第
４項の規定により身体障が
い者手帳の交付を受けた者
で、視覚障がい１級若しくは
２級又は下肢若しくは体幹機
能障がい１級から３級までに
該当する者（高齢福祉課で
実施する同事業対象者を除
く）

特になし ④要件なし

豊田市心身障害者日常
生活用具給付事業によ
る居宅生活動作補助用
具（住宅改修）の給付優
先
新築・増築工事は対象
外

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

（１）手すりの取り付け
（２）床段差の解消
（３）滑りの防止及び移
動の円滑化等のための
床材の変更
（４）引き戸等への扉の
取替え
（５）洋式便器等への便
器の取替え
（６）その他前各号の住
宅改修に付帯して必要
となる住宅改修

助成対象となる工事に係る
額のうち、１００分の９０に
相当する額

愛知県
安城市民間木造住宅
耐震改修費補助金

安城市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 滞納なし
昭和５６年以前の旧建築基
準法によって建てられた木造
住宅

④要件なし ②工事費用に応じて決定

一般型　９０万円（９０万円
を下回る場合は、その金
額）
簡易型　対象経費の２分の
１、上限３０万円

愛知県
安城市非木造住宅耐

安城市 ①耐震改修
①補助（診断士

⑤要件なし ④要件なし
昭和５６年以前の旧建築基
準法によって建てられた木造 ④要件なし ②工事費用に応じて決定

大規模共同住宅
対象経費の２３％の３分の
２以内の額。ただし、４７，３
００円／㎡を限度。

愛知県
震改修等補助金

安城市 ①耐震改修
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 準法によって建てられた木造
以外の区分所有の共同住宅

④要件なし ②工事費用に応じて決定
上記以外の共同住宅
対象経費の２３％の３分の
２以内の額。ただし、３２，６
００円／㎡を限度。

愛知県
安城市アスベスト対
策費補助金

安城市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 滞納なし 吹き付けアスベストの除去 ④要件なし ②工事費用に応じて決定
除去等に要した経費の３分
の２以内の額

愛知県
住宅用太陽光発電シ
ステム設置補助金制
度

安城市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内、滞納無し なし ④要件なし なし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

モジュール出力最大値１
ｋｗ当り７万円

愛知県
住宅用太陽熱利用シ
ステム設置補助金制
度

安城市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内、滞納無し なし ④要件なし なし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

集熱器面積１㎡当たり１
万６千円

愛知県
安城市生ごみ処理機
器購入補助

安城市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 安城市内の業者
③その他の
要件

安城市民 特になし ④要件なし ⑥その他 設備購入費に対し補助 購入金額の3分の２を補助

愛知県
安城市在宅重度障害
者住宅改修費給付事
業

安城市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件

安城市日常生活用具
給付事業において、
委託契約済みの業者
に限る

①高齢者・身
体障害者の
み

身体障害者のみ 特になし
①ほかの補助事
業との併用は不
可

対象者の要件として
在宅の身体障害者1～3
級（下肢、体幹、視覚、
乳幼児期以前の非進行
性脳病変による運動機
能障害）

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

身体障害者が日常使用
する居室、浴室、便所等
の改善工事及び設置工
事並びに安全上必要な
設備の取付工事又はこ
れらの工事に係る設計
図面の作成に要した費
用を対象。
ただし、住宅新築工事に
伴う工事、エレベー
ター、リフトその他昇降
器機の設置工事費を除
く。

見積額のうち、9割が市の
補助（1割本人負担）

愛知県
雨水貯留浸透施設設
置補助事業

安城市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

安城市在住 特になし ④要件なし 市税の滞納無し
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

①：工事費の２/３
②～⑥：工事費の１/２

愛知県
安城市人にやさしい
住宅リフォーム事業

安城市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

ひとり暮らし（認定）高齢者及
び高齢者のみ世帯(共に所
得税非課税）、要介護・要支
援認定者、特定高齢者で運
動機能項目に支障のある人

対象者が住む住宅 ③その他

要介護・要支援認定者
の助成については、介
護保険住宅改修の上
乗せを可としている場
合がある。
それ以外は、市単独。

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

1人10万円までを限度 定額
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
木造住宅耐震改修補
助事業

西尾市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

耐震診断の結果が0.7未満で
あった住宅を1.0以上、0.7以
上の場合0.3以上加算とする
改修

①ほかの補助事
業との併用は不
可

木造住宅簡易改修費
補助、木造住宅小規模
改修費補助、木造住宅
取壊し費補助のうちど
れか１つ

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助改修工事にかかる
費用

　１/１

愛知県
木造住宅簡易改修補
助事業

西尾市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
耐震診断の結果が0.7未満で
あった住宅を0.3以上加算か
つ0.7以上とする改修

①ほかの補助事
業との併用は不
可

木造住宅簡易改修費
補助、木造住宅小規模
改修費補助、木造住宅
取壊し費補助のうちど
れか１つ

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助改修工事にかかる
費用

補助対象経費の2分の１

愛知県
木造住宅小規模改修
補助事業

西尾市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

耐震診断の結果が0.7未満で
あった住宅を建築士が耐震
補強として有効と確認した改
修

①ほかの補助事
業との併用は不
可

木造住宅簡易改修費
補助、木造住宅小規模
改修費補助、木造住宅
取壊し費補助のうちど
れか１つ

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助改修工事にかかる
費用

補助対象経費の2分の１

愛知県
木造住宅取壊し費補
助事業

西尾市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
耐震診断の結果が1.0未満で
あった住宅を一棟全て取壊
す場合

①ほかの補助事
業との併用は不
可

木造住宅簡易改修費
補助、木造住宅小規模
改修費補助、木造住宅
取壊し費補助のうちど
れか１つ

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

　１/１

愛知県
ブロック塀等撤去費
補助事業

西尾市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

道路・公共施設に面したブ
ロック塀等で、道路からの高
さが1m以上のものを撤去す
る場合

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象経費の2分の１

愛知県
生ごみ処理機・コンポ
スト購入補助

西尾市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定

補助対象経費の2分の１

既存浄化槽を転用した

愛知県
雨水貯留浸透施設設
置奨励補助金交付申
請事業

西尾市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし ⑥その他

既存浄化槽を転用した
雨水貯留槽、雨水タン
ク、雨水浸透ます、雨水
浸透管、浸透側溝、透
水性舗装、その他の類
似施設について補助

設置費用の2/3

愛知県
西尾市住宅用太陽光
発電装置設置費補助
事業

西尾市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

設置完了時に市内在住
市税の滞納が無いこと

市内の住宅 ④要件なし
国の補助制度との併
用も可能

④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

システムの発電量に応
じた金額を補助

太陽電池モジュールの最
大出力（単位：ｋＷ）に2万円
を乗じて得た金額を補助す
る。
※千円未満の端数は切り
捨て※上限8万円

愛知県
西尾市高齢者住宅改
修費助成事業

西尾市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

介護保険を受けている事
同時に介護保険の住宅改修
を行うこと
別途介護保険の住宅改修を
行っていて、上限を超える工
事を行うこと超えた部分に適
用

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

同時に介護保険の住
宅改修を行うこと

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

9割補助（上限9万円）

愛知県
西尾市障害者日常生
活用具給付事業

西尾市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
日常生活用具の登録
業者

①高齢者・身
体障害者の
み

介護保険の住宅改修補助を
受けられない事

①ほかの補助事
業との併用は不
可

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

9割補助（上限20万円）

愛知県
西尾市合併浄化槽設
置費補助事業

西尾市
⑤リフォーム
促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 法人は不可 ④要件なし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

5人槽：88,500円、7人槽：
102,500円、10人槽：
129,500円

愛知県
蒲郡市新エネルギー
システム導入促進費
補助事業

蒲郡市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

１ｋｗ＝2万円
上限４ｋｗ（8万円）

定額

愛知県
蒲郡市新エネルギー
システム導入促進費
補助事業

蒲郡市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

1㎡＝1万円
上限5万円

定額

愛知県
蒲郡市生ごみ処理機
等設置費補助事業

蒲郡市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

コンポスト１００ℓ以上１
世帯２基まで　１基３千
円
ぼかし容器９ℓ以上１世
帯２基まで　１基千円
生ごみ処理機１世帯１基
まで１基１万円

定額
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
蒲郡市雨水利用簡易
貯留槽購入費助成金
交付制度

蒲郡市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内在住の個人で、市税と
水道料金の滞納がない者

特になし ④要件なし 特になし ⑥その他
補助対象タンク本体及
び器材購入費

補助対象設備の設置経費
の２分の１以内

愛知県 母子寡婦福祉資金 蒲郡市 ⑥その他 母子家庭支援
②融資（無利
子）

⑤要件なし
③その他の
要件

母子寡婦家庭

現在住んでいる住宅を増改
築及び補修するために必要
な資金、又は自ら居住する
住宅の建設購入するために
必要な資金

④要件なし 母子寡婦家庭 ⑥その他

現在住んでいる住宅を
増改築及び補修するた
めに必要な資金、又は
自ら居住する住宅の建
設購入するために必要
な資金

１５０万円（災害時により特
に必要と認められる場合及
び老朽等により増改築を行
う場合２００万円）

愛知県
日常生活用品給付事
業

蒲郡市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

６５歳以上の一人暮らしの
方、寝たきり高齢者のいる世
帯

特になし ④要件なし 特になし ②工事費用に応じて決定
装置及び設置工事で上
限１５，０００円まで補助
する

１５，０００円以下の場合は
全額補助

愛知県
民間木造住宅無料耐
震診断事業

犬山市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

②都道府県（市区
町村）内の事業者

③その他の
要件

昭和56年5月31日以前に着
工された在来木造住宅

④要件なし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

診断員の派遣 全額補助

愛知県
民間木造住宅耐震改
修補助事業

犬山市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

本市の実施する無料耐震診
断または(財)愛知県建築住
宅センターが実施する耐震
診断の判定値が1.0未満の
住宅

補強工事を含む改修工事
で、判定値を1.0以上とする
耐震改修工事

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事費
上限600千円

愛知県 景観形成助成金事業 犬山市 ⑥その他 修景補助
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

景観形成促進地区内におけ
る行為

①ほかの補助事
業との併用は不
可

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

対象により補助率1/3～
2/3
限度額500千円～3,000千
円

愛知県
犬山市住宅用太陽光
発電システム設置費
補助事業

犬山市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内のシステムを設置した
家に居住すること

特になし
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

Ｊ－ＰＥＣの太陽光発
電補助の交付決定を
受けたもの

④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

システム１ｋｗあたり２万円
最大４ｋｗ８万円

犬山市家庭用生ごみ ③エコリ ①補助（診断士
１世帯１基とし、買い換

購入金額の２分の１で１００
愛知県

犬山市家庭用生ごみ
処理機補助金

犬山市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし 該当無し ④要件なし 該当無し ④要件なし 該当無し 該当無し ⑥その他 えによる場合は、５年以
上経過した場合による

購入金額の２分の１で１００
円未満は切り捨てる

愛知県
犬山市身体障害者及
び障害児住宅改修費
給付事業

犬山市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし

ただし、業者は、当該
事業実施にあたり市
との契約をする必要
があります。

①高齢者・身
体障害者の
み

市内に居住し、下肢若しくは
体幹機能障害、乳幼児期以
前の非進行性の脳病変によ
る運動機能障害（移動機能
障害のみ）又は視覚障害の
身体障害者（児）で、３級以
上（特殊便器への取り替えは
上肢障害２級以上）で、本人
又は世帯の最多収入者の市
民税所得割額が４６万円未
満の者

対象者が現に居住する住宅
①ほかの補助事
業との併用は不
可

介護保険法第45条に
規定する居宅介護住
宅改修費及び同法57
条に規定する介護予
防住宅改修費の支給
を受けたことがある
者、又は受けることが
可能な者は対象外

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

バリアフリーリフォーム
等工事にかかる費用

工事費用の１０分の９（限
度額18万円）

愛知県
犬山市在宅高齢者住
宅改善費助成事業

犬山市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

概ね６５歳以上で介護認定で
非該当となった人で、日常生
活に支障をきたしている人

特になし
①ほかの補助事
業との併用は不
可

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

ﾘﾌｫｰﾑﾍﾙﾌﾟ住宅改善相
談による助言に基づい
た改修工事にかかる費
用

対象工事費用の９／１０

愛知県
常滑市耐震改修費補
助事業

常滑市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
木造住宅耐震診断の判定値
が1.0以上

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震補強に係る費用 定額

愛知県 ごみ減量化推進事業 常滑市
③エコリ
フォーム促進

報奨金 ⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし ⑥その他

ごみ処理機・コンポスト
の購入に係る費用
機器１基に対し上限３，
０００円

３，０００円未満の機器を購
入した場合はその購入額と
する

愛知県
江南市木造住宅耐震
診断事業

江南市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件

愛知県が認定する木
造住宅耐震診断員養
成講習会を受講、終
了し、愛知県に登録
した者

③その他の
要件

江南市内において、昭和56
年5月31日以前着工の木造
住宅に居住している者

昭和56年5月31日以前着工
の木造住宅を対象とする

④要件なし ⑥その他 診断員の派遣 定額

愛知県
江南市民間木造住宅
耐震改修費補助

江南市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

昭和56年5月31日以前着工
の木造住宅で耐震診断結果
が1.0未満であった者

昭和56年5月31日以前着工
の木造住宅で耐震診断結果
が1.0未満であったものを対
象とする

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事費用を補助。
ただし、90万円を限度とす
る。

愛知県
雨水抑制対策事業
雨水貯留浸透施設設
置費等補助金

江南市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
江南市内にこれから設置す
るもの

④要件なし 増設も補助対象

江南市雨水貯留浸透施
設設置費補助金交付要
綱並びに要領を参照し
てください。（市ホーム
ページに掲載）

④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

それぞれの補助対象設
備の設置に係る費用に
よる。

江南市雨水貯留浸透施設
設置費補助金交付要綱を
ご参照ください。

浄化槽雨水貯留施設 ①補助（診断士 江南市排水設備指定 ③その他の
下水道への接続の際、不要

①特定の工事の工事費 補助対象工事にかかる
下水道供用開始から3年以
内の場合 補助対象工事
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
水洗便所等改造資金
融資あっせん及び利
子補給金交付制度

江南市 ⑥その他
下水道の普及促進
を図るため

③利子補給 ④その他の要件
江南市排水設備指定
工事店

③その他の
要件

・下水道供用開始から3年以
内に工事する者
・下水道処理区域内の建築
物の所有者または占有者
・市税、下水道受益者負担金
を滞納していない者
・融資を受けた改造資金の
償還能力がある者
・独立の生計を営み弁済資
力のある連帯保証人がいる
者

①ほかの補助事
業との併用は不
可

浄化槽雨水貯留施設
転用費補助金の交付
を受けた場合、その額
は融資あっせん額に
含めない

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

下水道接続の際の工事
にかかる費用

・融資金の償還は、融資を
受けた月の翌月から起算し
て60月以内の元金均等方
式
・当該融資に係る利子相当
額を償還期日内について
補給

愛知県
生ごみ処理機器設置
費補助金

江南市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし ②工事費用に応じて決定
生ごみ処理機の購入金
額

密封発酵容器：100%
コンポスト：60%
生ごみ処理機(電動)：60％

愛知県
江南市住宅用太陽光
発電システム設置費
補助金

江南市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

発電システムを構成す
る太陽電池モジュール
の最大出力値（kW）×2

2万円／kW

愛知県 住宅改善事業 江南市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
ただし、福祉課に登
録が必要。

①高齢者・身
体障害者の
み

身体障害者手帳の所持者
で、その等級が下肢もしくは
体幹機能障害の等級が１～
３級までの方。あるいは、視
覚障害の等級が１，２級の方

③その他

介護保険制度より助成
が受けられる場合は、
その助成金額と合わ
せて３０万円の助成。
介護保険制度の利用
者は、この制度との均
衡を保つため工事費
の中から２万円を限度
とした自己負担が必
要。

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

改修費用最高30万円

愛知県
浄化槽雨水貯留施設
転用費補助制度

江南市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

④要件なし④その他の要件
江南市排水設備指定
工事店

③その他の
要件

となる浄化槽を雨水貯留施
設に転用した者

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象工事にかかる
費用

内の場合、補助対象工事
費の10分の9。それ以外は
4分の３

愛知県
江南市高齢者住宅改
善助成事業

江南市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者

③その他の
要件

65歳以上の方で、生計中心
者の前年所得税額が14万円
以下の世帯の方

①ほかの補助事
業との併用は不
可

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

対象工事費用の９割を補
助（12万円を上限）

愛知県
民間木造住宅耐震改
修費補助

小牧市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし
①ほかの補助事
業との併用は不
可

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震補強に係る設計、
工事費用

1分の1

愛知県
木造住宅耐震改修費
補助事業

稲沢市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

稲沢市が実施する無料耐震
診断を受け、総合判定1.0未
満を1.0以上とする耐震工事
を実施する者（ただし、0.7以
上1.0未満の場合は、総合評
価に0.3加算した数値以上と
するものに限る。）

特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

１棟当たり90万円を限度
とする。（千円未満切り
捨て）

１棟当たり90万円を限度と
する定額。（千円未満切り
捨て）

愛知県
稲沢市身体障害者住
宅改修費給付事業

稲沢市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
住宅改修業者と稲沢
市と契約が必要

①高齢者・身
体障害者の
み

身体障害者手帳１～３級（下
肢、体幹）

特になし
介護保険法による改
修を受けれる場合は、
給付対象としない。

特になし ⑥その他 上限を20万円とする
利用者負担割合は10％。
非課税世帯は5%。生活保
護世帯は無料。

愛知県
新城市住宅用新エネ
ルギーシステム導入
促進費補助金

新城市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

自ら居住する市内の住宅（店
舗等との併用住宅を含む。）
にシステムを設置する者で、
かつ、市税を完納している者
とする。　など

補助対象者が居住する住宅
等

④要件なし 特になし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

太陽光発電システム：最
大出力値（kW）×2万円
太陽熱高度利用システ
ム：集熱器総面積(㎡)×
１万円

太陽光発電システム：最大
出力値（kW）×2万円
太陽熱高度利用システム：
集熱器総面積(㎡)×１万円

愛知県
新城市生ごみ処理器
設置費補助金 新城市

③エコリ
フォームの促
進

①補助（診断士
派遣を含む）

②都道府県（市区
町村）内の事業者

④要件なし
購入・申請に関する所得要
件等はない。申請について
は購入者本人に限る

特になし ④要件なし

１回の申請で、生ごみ処
理器は２基まで、電気式
生ごみ処理機は１台ま
で申請可能。
生ごみ処理器は容積
100ﾘｯﾄﾙ以上の処理器
が対象。

⑥その他
購入した処理機の購入
額に応じて決定

生ごみ処理器（１基につ
き）：
購入費の２分の１以内
電気式生ごみ処理機（１台
につき）：購入費の４分の１
以内
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
木造住宅耐震診断事
業

東海市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

①中小事業者 ④要件なし
昭和５６年５月３１日以前に
着工した木造住宅（在来軸
組構法及び伝統構法型）

④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

耐震診断料 定額

愛知県
木造住宅耐震補強工
事費及びリフォーム
工事費補助

東海市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
リフォーム工事につ
いては、市内の施工
業者。

④要件なし 同上
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

木造住宅耐震診断事
業を利用した者が対象

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震補強工事については、
補助対象費用の２分の１か
つ最大６０万円、リフォーム
工事については補助対象
費用の２分の１かつ最大３
０万円の合計最大９０万円

愛知県
木造住宅耐震化促進
事業補助

東海市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

①中小事業者 ④要件なし 同上
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

木造住宅耐震診断事
業を利用した者が対象

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象費用の２分の１か
つ最大６０万円、上乗せ３０
万円の合計最大９０万円

愛知県
住宅浸水対策改修工
事費補助

東海市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象費用の２分の１か
つ最大３００万円

愛知県
住宅用太陽光発電シ
ステム設置費補助金
制度

東海市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

1kwあたり2万円の補助、最
大4kw8万円まで

①浄化槽転用貯留槽
１基当たり75,000円又は転

費 分

愛知県
雨水貯留浸透施設設
置費補助

東海市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし ⑥その他

用費用の２分の１
②貯留槽
　設置費用の2分の１
③浸透桝
１基当たり7,000円
④浸透管
1メートル当たり3,000円

愛知県
木造住宅無料耐震診
断

大府市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 耐震診断員
③その他の
要件

住宅所有者

・昭和５６年５月３１日以前に
着工された市内の木造住宅
（戸建て、長屋、併用住宅及
び共同住宅）。

④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

・民間木造住宅の耐震診
断、診断結果報告書作成
１戸あたり　３万円
・耐震改修費概算見積書作
成（構造評点1.5未満の場
合のみ）
１戸あたり　１．５万円

愛知県
木造住宅耐震改修費
補助

大府市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 建築士、耐震診断員
③その他の
要件

住宅所有者

・昭和５６年５月３１日以前に
着工された市内の木造住宅
（戸建て、長屋、併用住宅及
び共同住宅）。　      　・市の
無料耐震診断又は愛知県建
築住宅センターの耐震診断
を受けた住宅で判定値が１．
０未満又は８０点未満のも
の。

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象経費の１／２
ただし６０万円を限度

愛知県
木造住宅耐震改修費
補助（高齢者割増）

大府市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 建築士、耐震診断員
③その他の
要件

住宅所有者

・昭和５６年５月３１日以前に
着工された市内の木造住宅
（戸建て、長屋、併用住宅及
び共同住宅）。　　　　・市の
無料耐震診断又は愛知県建
築住宅センターの耐震診断
を受けた住宅で判定値が１．
０未満又は８０点未満のも
の。

④要件なし

・耐震改修工事を行う住
宅の居住者全員が６５
歳以上である世帯　・居
住者の中に一定以上の
障がい者等がいる世帯

③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

定額　２０万円

愛知県 非木造住宅耐震診断費補助 大府市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
愛知県建築住宅セン
ター、建築士

③その他の
要件

住宅所有者

・昭和５６年５月３１日以前に
着工された市内の非木造住
宅（戸建て、長屋、併用住宅
及び共同住宅）。

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象経費の２／３以内
の額
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県 非木造住宅耐震改修費補助 大府市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 建築士
③その他の
要件

住宅所有者

・昭和５６年５月３１日以前に
着工された市内の非木造住
宅（戸建て、長屋、併用住宅
及び共同住宅）。・耐震診断
の結果、地震に対して「安全
でない構造」と判断されたも
の。

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象経費の２３％の２
／３以内の額

愛知県
吹付けアスベスト除
去等事業費補助

大府市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

建物所有者又は管理者

・市内の劇場、百貨店、マン
ション等多数の者が利用す
る建築物で、露出して吹き付
けアスベスト等が施工されて
いるもの。

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象経費の２／３以内
の額
ただし１８０万円を限度

愛知県
大府市雨水貯留浸透
施設設置奨励補助金

大府市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし
①ほかの補助事
業との併用は不
可

大府市雨水貯留浸透
施設設置奨励補助金
交付要綱以外の補助
金を受けるもの

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象施設の設置に
かかる費用

補助対象施設それぞれに
定められた額と設置費用の
３分の２の価格のどちらか
低い方の額

①高齢者 身

この事業の対象となる者（以
下「対象者」という。）は、市
内に居住し、本市に備え付け
る住民基本台帳法（昭和４２
年法律第８１号）の規定によ
る住民基本台帳又は外国人
登録法（昭和２７年法律第１
２５号）の規定による外国人
登録原票に記録又は登録さ
れている者で、当該居住する
住宅を改修する者のうち 次

要介護者又は要支援
者と認定された者は介
護保険法による居宅
介護（予防）住宅改修
費を全額使用している
こと。（居宅介護（予

愛知県
大府市住宅改修助成
事業

大府市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

住宅を改修する者のうち、次
の各号のいずれかに該当す
るものとする。
⑴　介護保険法（平成９年法
律第１２３号）の規定により要
介護者又は要支援者と認定
された者
⑵　前号の規定に該当する
者のほか、身体障害者手帳
１級、２級又は３級に該当す
る下肢障がい、体幹機能障
がい又は視覚障がいを有す
る者

対象者が居住する住宅 ③その他

こと。（居宅介護（予
防）住宅改修費の上乗
せ助成）
身体障害者手帳１級、
２級又は３級に該当す
る下肢障がい、体幹機
能障がい又は視覚障
がいを有する者は併用
要件なし。

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

工事費用の全額（上限
は（５）参照）

100%

愛知県
住宅用太陽光発電シ
ステム設置費補助金

大府市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

最大出力値（整数未満
を四捨五入）×２万円
（上限４ｋｗ）

愛知県
電気式生ごみ処理機
購入費補助金

大府市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし ⑥その他
購入価格の２分の１の
額（上限２万円）

購入価格の２分の１の額
（上限２万円）

愛知県
生ごみ堆肥化容器購
入費補助金

大府市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし ⑥その他
購入価格の２分の１の
額（上限３千円）

購入価格の２分の１の額
（上限３千円）

愛知県
知多市木造住宅耐震
診断事業

知多市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
市が委託した耐震診
断員を派遣

④要件なし
市内の建築物を対象（在来
工法・伝統工法を対象、プレ
ハブは除く）

④要件なし ⑥その他 耐震診断員を派遣 耐震診断員を派遣

愛知県
知多市民間非木造住
宅耐震診断費補助事
業

知多市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
建築士による耐震診
断が必要

④要件なし
市内の建築物を対象（プレハ
ブは除く）

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

・補助対象経費
一戸建て：130,000円
  一戸建て以外：
 2,000円/㎡（面積1,000㎡
以内の部分）
  1,500円/㎡（面積1,000㎡
を超え2,000㎡以内の部分）
  1,000円/㎡（面積2,000㎡
を超える部分）
・ 補助金額 補助対象経費
の3分の2

愛知県
知多市民間木造住宅
耐震改修費補助事業

知多市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
建築士による改修設
計が必要

④要件なし
市内の建築物を対象（在来
工法・伝統工法を対象、プレ
ハブは除く）

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

市又は愛知県建築住
宅センターが行う耐震
診断を受けていること

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

改修費補助事業：対象工事
費の1/2かつ60万円
耐震改修促進事業：対象工
事費の1/1かつ30万円
合計90万円
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
知多市高齢者等住宅
改修費支給事業

知多市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

支援対象→
該当要支援・要
介護者、又は、
該当障害者。

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

新築・増築に伴うものでない
もの。

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

介護保険住宅改修費
支給、居宅生活動作補
助用具の給付の不足
分を支給。

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象工事にかかる
費用。

居宅生活動作補助用具、
介護保険住宅改修費給付
の不足分を
課税世帯　　１０万円
非課税世帯　４０万円
を上限に支給。

愛知県
知多市住宅用太陽光
発電システム設置費
補助金

知多市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内に住居を有し、自らが居
住する住宅であること。市税
を滞納していないこと。

特になし ④要件なし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

1kw当たり2万円（ただし千
円未満は切捨て）

愛知県
知多市高効率給湯器
設置費補助金

知多市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内に住居を有し、自らが居
住する住宅であること。市税
を滞納していないこと。

特になし ④要件なし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

定額

愛知県

住宅・建築物耐震改
修事業の耐震化の支
援に関する事業（耐
震診断）

知立市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 耐震診断員
③その他の
要件

昭和56年5月31日以前に着
工された住宅の所有者

特になし ④要件なし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

診断費用の4.5万円を間
接補助

愛知県

住宅・建築物耐震改
修事業の耐震化の支
援に関する事業（耐
震改修）
一般型補強工事

知立市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市が実施した無料耐震診断
又は平成18年度以降に財愛
知県建築住宅ｾﾝﾀｰが実施し
た耐震診断で判定地が1.0未
満と診断された旧基準木造
住宅について、判定値を1.0
以上とする耐震改修工事

特になし ④要件なし 税金を完納していること
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事費用90万
円を上限

建築設計費用10万円を
上限

設計費補助にあっては建
築設計事務所と契約し補強
計画を策定した費用に2/3
を乗じて得た額（上限10万）

住宅・建築物耐震改
修事業の耐震化の支

市が実施した無料耐震診断
又は平成18年度以降に財愛
知県建築住宅ｾﾝﾀｰが実施し
た耐震診断で判定地が0.7未
満と診断された旧基準木造

愛知県
修事業の耐震化の支
援に関する事業（耐
震改修）
簡易型補強工事

知立市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

満と診断された旧基準木造
住宅について、判定値を0.7
以上かつ1.0未満とする耐震
改修工事（ただし、全ての階
別方向別評点を一番低い診
断結果判定値に0.3を加えた
数値以上とする工事）

特になし ④要件なし 税金を完納していること
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事費用30万
円を上限

愛知県

住宅・建築物耐震改
修事業の耐震化の支
援に関する事業（耐
震診断）

知立市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

昭和56年5月31日以前に着
工された非木造住宅で建築
基準法による建築主事の確
認済証の交付を受けた住宅
の所有者

特になし ④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

診断費用の13万円を上
限（一戸建て非木造住
宅）
一戸建て以外は面積に
より補助金額が変わっ
てきます。

補助対象経費の2/3以内

愛知県

住宅・建築物耐震改
修事業の耐震化の支
援に関する事業（耐
震改修）

知立市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

旧基準非木造住宅であっ
て、非木造住宅耐震診断の
結果、地震に対して安全な構
造でないと判断された建築
物
昭和56年5月31日以前に着
工された非木造住宅で建築
基準法による建築主事の確
認済証の交付を受けた住宅
の所有者
区分所有された住宅の場合
は、管理組合で合意形式が
図られたものであること。

特になし ④要件なし 税金を完納していること
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

①一戸建て　74.9万円を
上限
②マンション　1130万円
を上限
③避難路沿道等マンショ
ン
　　2490万円を上限

①、②
補助対象経費の23％で2/3
以内
③
補助対象経費の50％で2/3
以内

愛知県
日常生活用具費支給
事業

知立市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
知立市と日常生活用
具費の支給に関する
契約を締結した業者

①高齢者・身
体障害者の
み

視覚障害、下肢機能障害、
体幹機能障害又は乳幼児期
以前の非進行性の脳病変に
よる運動機能障害（移動機
能障害に限る。）を有する者
であって障害等級３級以上
の者（ただし、特殊便器の取
替えをする場合は上肢障害
２級以上の者）

支給対象者が居住する住宅
で、かつ身体の状況、住宅の
状況等を勘案して市長が必
要と認めた者

①ほかの補助事
業との併用は不
可

介護保険法（平成９年
法律第１２３号）第７条
第３項に規定による要
介護者及び同条第４項
に規定する要支援者
に該当しないものとす
る。

支給対象者１人につき１
回限りとする。

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

基準額を補助上限額と
する。基準額内の場合
は、その金額が補助額
となる。

対象の居宅生活動作補助
用具の購入費及び改修工
事費が、基準額を下回る場
合はその額の１００分の９０
に相当する額について支給
する。ただし、市町村民税
非課税世帯の場合は、全
額支給する。
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県 同上 知立市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 同上
①高齢者・身
体障害者の
み

療育手帳Ａ判定（ＩＱ３５以下）
又は身体障害者手帳２級以
上、精神障害者保健福祉手
帳２級以上であって、それぞ
れ火災発生の感知及び避難
が著しく困難な障害者のみ
の世帯及びこれに準ずる世
帯

特になし
①ほかの補助事
業との併用は不
可

おおむね６５歳以上の
低所得のねたきり老
人、ひとり暮らし老人
等は、知立市老人日常
生活用具給付事業に
該当する。

前回の支給の決定をし
た日から８年を経過して
いない場合は、原則とし
て用具費を支給しないも
のとする。ただし、次の
各号いずれかに該当す
る場合は、この限りでな
い。
(1) 修理不能により用具
の使用が困難となった
場合
(2) 買替えの方が部品
の交換よりも真に合理
的又は効果的であると
認められる場合
(3) 操作機能の改善等
を伴う新たな機器の方
が使用効果が向上する
場合

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

同上

基準額又は対象の用具を
購入した費用が基準額を
下回る場合はその額の１０
０分の９０に相当する額に
ついて用具費を支給する。
ただし、市町村民税非課税
世帯の場合は、全額用具
費を支給する。

愛知県 同上 知立市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 同上
①高齢者・身
体障害者の
み

同上 特になし
①ほかの補助事
業との併用は不
可

同上 同上
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

同上 同上

愛知県
高齢者等住宅改善費
補助金

知立市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
介護保険の住宅改修
費に準ずる。

③その他の
要件

介護保険の住宅改修費に準
ずる。

介護保険の住宅改修費に準
ずる。

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

介護保険の住宅改修費の
上乗せ補助。千円未満は
自己負担

愛知県
老人日常生活用具給
付

知立市 ④災害予防 給付 ⑤要件なし
③その他の
要件

６５歳以上の一人暮らしの
方、ねたきりの方。

左記の方が住んでいる住
宅。

④要件なし ⑥その他
１５,５００円までの額（所得
税課税額によって負担額
有）

愛知県
住宅用太陽光発電施
設設置費補助事業

知立市
③エコリ
フォ ムの促

①補助 　 ⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を決定

１KWあたり４万円
１KWあたり４万円で上限４
KW16万円

県
設設置費補助事業

市
フォームの促

① ⑤要件 ④要件 特 ④要件 特
応じて補助額を決定

あ り
KW16万円

愛知県

生ごみ堆肥化事業補
助金交付事業（電動
生ごみ処理機・コンポ
スト容器・ボカシ専用
容器の購入）

知立市
③エコリ
フォームの促
進

　 ①補助 　 ⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を決定

各購入価格の1/2を補
助するが上限は電動生
ごみ機2万円・コンポスト
容器3,000円・ボカシ容
器1,500円

各購入価格の1/2を補助す
るが上限は電動生ごみ機2
万円・コンポスト容器3,000
円・ボカシ容器1,500円

愛知県
雨水貯留浸透施設設
置事業

知立市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

設置費の2/3を
限度として補助

⑤要件なし ④要件なし 要件なし ④要件なし 特になし ②工事費用に応じて決定
設置費の2/3を限度として
補助

愛知県
尾張旭市民間木造住
宅耐震診断補助事業

尾張旭市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件

愛知建築士会瀬戸支
部（愛知県が認定す
る木造住宅耐震診断
養成講習会を受講、
修了し、愛知県に登
録した者）

③その他の
要件

対象住宅の所有者

市内で昭和56年5月31日以
前に着工した在来軸組構法
または伝統構法の木造住宅
（プレハブ、ツーバイフォー、
鉄骨構造は除く）

④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

耐震診断1件につき
45,000円

定額

愛知県
尾張旭市民間木造住
宅耐震改修費補助事
業

尾張旭市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内に存する旧基準木造住
宅の所有者又は現にその建
物に居住する者で、所有者
の同意を得た者

愛知県木造住宅耐震診断マ
ニュアルに基づいて市又は
(財)愛知県建築住宅センター
が実施した耐震診断で総合
判定が1.0未満と診断された
旧基準木造住宅、又は、（財)
愛知県建築住宅センターが
実施する住宅耐震現地診断
で得点が80点未満と診断さ
れた旧基準木造住宅

④要件なし
1敷地につき1戸のみを
対象（既に補助事業を
受けた方は除く）

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事に係る費
用

耐震改修工事費などの1/2
（上限は60万円。ただし、高
齢者世帯については80万
円。）

愛知県
尾張旭市木造住宅耐
震化特別支援事業

尾張旭市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

同上 同上 ④要件なし 同上
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

同上

30万円
（対象経費から尾張旭市民
間木造住宅耐震事業実施
要綱第１０条に規定する補
助金の額を除いた額が３０
万円を下回るときは、当該
金額）
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
尾張旭市住宅用太陽
光発電システム設置
費補助事業

尾張旭市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

自ら居住する市内の住宅に
システムを新たに設置する
かた又は自ら居住するため
建売住宅供給者から市内の
システム付き住宅を購入す
るかた（いずれも店舗等との
併用住宅を含む。）

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

太陽光発電普及拡大
センター（J－PEC）が
行う住宅用太陽光発
電導入支援対策費補
助金の交付をうけるか
た

・電力会社と電力受給契
約を締結していること
・市税に滞納がないこと
・補助金交付は1住宅に
つき1回限り

④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

太陽電池の最大出力1キロ
ワットあたり20,000円で、補
助の上限は4キロワット

愛知県
尾張旭市生ごみ処理
機購入補助金交付事
業

尾張旭市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内在住者で、市長が承認
した販売承認店・販売指定
店で購入した者。

④要件なし

処理機は補助を受けて
から５年を経過している
こと。また、処理機は、１
回の申請で１世帯に１
個。発酵用密閉容器
は、１世帯につき５個ま
で。

⑥その他

①生ごみ処理機
②生ごみ発酵用密閉容
器
③生ごみ堆肥化容器

①処理機：購入価格の２分
の１の額（２万円を限度）
②発酵用密閉容器：購入価
格の２分の１の額（１千円を
限度）
③堆肥化容器：購入価格の
２分の１の額（３千円を限
度）

愛知県
木造住宅無料耐震診
断事業

高浜市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者

昭和56年以前の木造住宅で
2階以下、在来工法又は伝統
工法であり、戸建、長屋等、
現在居住しているもの

④要件なし 市税の滞納がないこと
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

定額

愛知県
木造住宅耐震改修費
等補助事業

高浜市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者

昭和56年以前の木造住宅で
２階以下、在来工法又は伝
統工法であり、戸建、長屋
等、現在居住しているもの

④要件なし 市税の滞納がないこと ②工事費用に応じて決定 定額

市内に住所を有し、次のいづ
れかに該当する者と生計を

愛知県
高浜市身体障害者住
宅改善費補助事業

高浜市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

れかに該当する者と生計を
一にする者。身体障害者手
帳の交付を受けている者で、
下肢、体幹又は視覚の障害
の程度が身体障害者福祉法
施行規則別表第５号に定め
る３級以上のもの。

④要件なし ②工事費用に応じて決定
改修費の９割（最大４５万
円）

愛知県
高浜市三州瓦屋根
工事奨励補助事業

高浜市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし ②工事費用に応じて決定

①瓦工事に係わる工事費
用の２５%以内とし最大25万
円　　②１ｋｗあたり５万円
を補助し最大２０万円

愛知県
岩倉市住宅嵩上浸水
対策事業補助

岩倉市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内において居住する家屋
で、過去の水害により、床上
浸水の被害を被った住宅

市内において居住する家屋
で、過去の水害により、床上
浸水の被害を被った住宅

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

その事業の工事費の2分の
１とし、その補助する金額
が300万円を超えるものに
ついては、300万円を限度
とする。

愛知県
岩倉市住宅用太陽光
発電システム設置補
助金

岩倉市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税の完納 特になし ④要件なし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

１ｋＷ当たり2万円上限４ｋ
Ｗ８万円まで

愛知県
岩倉市民間木造住宅
耐震改修費補助事業
補助金

岩倉市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

岩倉市が実施する無料耐震
診断で，判定値が１．０未満
と診断された旧基準木造住
宅（Ｓ５６．５，３１以前に着工
された木造住宅）で判定値を
１．０以上とする耐震改修工
事。ただし、耐震補強上有効
な耐震改修工事（判定値に
０．３を加算した数値以上と
する）に限る。

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

９０万円ただし、対象経費
が９０万円を下回る場合は
当該経費の額
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
岩倉市住宅・建築物
安全ストック形成事
業補助金

岩倉市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 市税の完納

市内に現在する住宅又は防
災上重要な建築物であって、
昭和５６年５月３１日に建築
基準法第６条第４項の規定
による建築主事の建築確認
済証の交付を受け、同法第７
条第５項による検査済証の
交付を受けた建築物である
こと

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

・一戸建て非木造住宅・・・
対象経費または１３万円の
いずれか少ない額の２／３
の額。
・一戸建て以外の非木造住
宅・防災上重要な建築
物・・・対象経費の額、また
は、延べ床面積1,000㎡未
満の部分は１㎡当たり
2,000円、延べ床面積1,000
㎡以上2,000㎡未満の部分
は１㎡当たり1,500円、延べ
床面積2,000㎡以上の部分
は１㎡当たり1,000円を合計
した額でどちらか低い額の
２／３以内を限度。
・アスベスト分析調査・・・対
象経費の額。ただし、２５万
円／棟以内を限度とする。
・アスベスト除去等・・・対象
経費の２／３以内の額。た
だし１８０万円／棟を限度と
する。

愛知県
岩倉市身体障害者住
宅改善費助成事業

岩倉市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

視覚障害、下肢障害、体幹
機能障害１，２級

特になし ③その他
介護保険での住宅改
善が優先される

対象者となる身体障害
者が居住する住宅の居
室、浴室、台所、便所、
出入口等の改善及び設
備の取り付け等

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

介護保険法の給付を優先、
対象経費の1/2　限度額５０
万円

愛知県
岩倉市高齢者住宅改
善費助成事業

岩倉市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

前年所得税課税年額が
42,000円以下で、要支援、要
介護と認定された人、要介護
認定で非該当と判定された
人

特になし ③その他
介護保険での住宅改
善が優先される

対象者が日常生活を安
全及び容易にするため
の居室、浴室、台所、便
所、出入口等の改善及
び取付け等

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

手すりや段差解消など市が
必要と認めた住宅改善等
に要する経費の２分の１

人 び取付け等

愛知県
日常生活用具給付補
助

豊明市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

要件なし
①ほかの補助事
業との併用は不
可

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

30万円まで 定額

愛知県 介護給付費負担金 豊明市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

要件なし
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

工事総計が２０万円を
終える場合　市補助事
業との併用可

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

工事費の9/10　　20万
円まで

工事費の9/10　　20万円ま
で

愛知県
高齢者等住宅改修費
補助金

豊明市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

要件なし
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

介護保険優先
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

介護保険法優先

限度額　課税世帯　　５万
円
　　　　　非課税世帯　１０万
円
（1,000円未満端数切捨て）

愛知県
木造住宅耐震改修費
補助金

豊明市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

豊明市内の昭和56年5月31
日以前に着工された在来軸
組構法及び伝統構法の木造
住宅で、2階建て以下

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

豊明市木造住宅無料
耐震診断を受けている
こと

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事にかかっ
た費用（最大60万円）

60万円を限度とし、改修工
事にかかった費用

愛知県
住宅用太陽光発電シ
ステム設置費補助金

豊明市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者かつ居住者 専用住宅のみ
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

Ｊ－ＰＥＣの太陽光発
電補助の交付決定を
受けたもの

新規設置のみ
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

2万円 / kW  (上限4kW) 定額

愛知県
耐震改修費補助事業
補助金

日進市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

日進市内の昭和56年5月31
日以前に着工された在来軸
組構法及び伝統構法の木造
住宅で、2階建て以下

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

日進市木造住宅無料
耐震診断を受けている
こと

設計は愛知県木造住宅
耐震診断員登録者によ
るものとする

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事にかかっ
た費用（最大90万円）

90万円を限度とし、改修工
事にかかった費用

愛知県
日進市身体障害者
住宅改修費給付事業

日進市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の

み

下肢・体幹機能・視覚障害１
～３級の方が対象

特になし
①ほかの補助事
業との併用は不

可

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

（６）１．リフォーム工事
内容で挙げた工事に対
して、４０万円を上限とす
る工事費用に応じて決
定

４０万円を上限とし、所得に
応じ１割の自己負担が発生

愛知県
日進市住宅用太陽光
発電システム設置費
補助事業

日進市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内に居住し、市税等の滞
納のない方

特になし ④要件なし ⑥その他
設置発電量　１ｋＷあた
り3万円
（最大12万円）

定額
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
日進市高効率給湯器
設置費補助事業

日進市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内に居住し、市税等の滞
納のない方

特になし ④要件なし ⑥その他

エコウィル　4万円/1台
エネファーム　3万円/1
台
エコキュート　3万円/1台

定額

愛知県
日進市生ごみ処理機
購入費補助事業

日進市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内在住の方 特になし ④要件なし ⑥その他
購入費の１／２
上限２万円／１基

購入費の１／２

愛知県
日進市生ごみ堆肥化
促進容器購入費補助
事業

日進市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内在住の方 特になし ④要件なし ⑥その他
購入費の１／２
上限３千円／１基

購入費の１／２

愛知県

田原市耐震改修促進
事業
（木造住宅無料耐震
診断）

田原市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 旧基準木造住宅 ④要件なし 特になし ⑥その他 診断員の派遣 定額

愛知県

田原市耐震改修促進
事業
（木造住宅耐震改修
計画策定費助成）

田原市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税等の滞納のない方
耐震診断結果1.0未満の旧
基準木造住宅

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

限度額１５万円

愛知県

田原市耐震改修促進
事業
（木造住宅耐震改修
工事費助成）

田原市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税等の滞納のない方
耐震診断結果1.0未満の旧
基準木造住宅

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

所得及び診断結果により、
限度額１３０万円、100万円
又は６０万円

愛知県
田原市木造住宅耐震
化緊急支援事業

田原市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税等の滞納のない方
耐震診断結果1.0未満の旧
基準木造住宅

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

通常の耐震改修工事に追
加補助
限度額３０万円

田原市耐震改修促進
事業

① 修
①補助（診断士

⑤
③その他の

造
①特定の工事の工事費

一戸建て、限度額1,000円/
㎡又は３０万円の少ない方

愛知県
事業
（非木造住宅耐震診
断費助成事業）

田原市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税等の滞納のない方 旧基準非木造住宅 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

一戸建て以外、限度額
2,000円/㎡又は１００万円
の少ない方

愛知県

田原市耐震改修促進
事業
（非木造住宅耐震改
修工事費助成事業）

田原市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税等の滞納のない方
地震に対して「安全でない」と
診断された一戸建ての旧基
準非木造住宅

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

所得により、限度額１３０万
円又は100万円

愛知県
田原市耐震改修促進
事業
（簡易耐震対策助成）

田原市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

市税等の滞納のない方
耐震診断結果1.0未満の旧
基準木造住宅

④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

限度額３０万円

愛知県
田原市人にやさしい
住宅リフォーム補助
金

田原市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

市民税課税世帯は補助対
象経費の2/１以内  :限度額
20万円市民税非課税世帯
は補助対象経費の2/１以
内 :限度額40万円

愛知県
田原市生ごみ処理容
器等設置事業

田原市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内在住の方 特になし ④要件なし 特になし ⑥その他
ごみ減量容器等の設置
にかかる費用

生ごみ処理容器（購入金額
の2分の1、限度額3,000円、
1世帯２基まで）
電気生ごみ処理機（購入金
額の2分の1、限度額10,000
円、1世帯1台まで）

愛知県
複層ガラス等省エネ
資材リフォーム補助
事業

田原市
（地域協議
会）

③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

たはらエコチャレンジ宣言に
登録し、かつ地域協議会の
構成団体に所属する田原市
民、田原市内に施設、事業
所等を有する者

市内の住宅（施設、事業所も
含む）
既築物件のみ対象

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象設備の設置に
かかる費用

補助対象設備の設置経費
の３分の１（限度額５万円）

愛知県

田原市エコエネル
ギー導入等補助金
（太陽光発電システ
ム設置）

田原市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

1　(1)システムを設置しようと
する者で、市内に住所を有
し、現に居住している者又は
居住しようとする者
　(2)太陽光発電システム付
き建売住宅を購入し、居住し
ようとする者
2　当該年度末までに施設の
設置工事が終了し、補助対
象事業を完了することが確
実な者
3　たはらエコチャレンジ宣言
に登録している者

市内の住宅（店舗兼併用住
宅を含む）

④要件なし 特になし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

太陽電池モジュールの
最大出力１ｋWあたり６
万円

補助対象経費（消費税込
み）の３分の１以内
（限度額240,000円）
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
田原市浄化槽雨水貯
留施設転用補助金

田原市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税等の滞納のない方 特になし ④要件なし 特になし ②工事費用に応じて決定

市内において、排水設
備を工事するにあたり、
不用となった浄化槽を自
費により転用しようとす
る者。

工事費の半額で１０万円を
限度額とする。

愛知県
田原市雨水貯留施設
新設補助金

田原市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市税等の滞納のない方 特になし ④要件なし 特になし ②工事費用に応じて決定

市内で貯水量８０リット
ル以上の雨水貯留施設
の新設を自費により設
置する者。

購入額の半額で１０万円を
限度額とする。

愛知県
住宅用太陽光発電シ
ステム設置整備事業
補助金

愛西市
③エコリ
フォーム促進

補助 ⑤要件なし
③その他の
要件

住民（申請時に愛西市在住
でなくてもよい）

申請時に太陽電池パネル設
置前の状態であること

④要件なし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

５万円に太陽電池モジュー
ルの最大出力値を乗じて得
た額を補助（最大２０万円、
１，０００円未満切捨て）

愛知県
生ごみ処理機設置補
助金

愛西市
③エコリ
フォーム促進

補助 ⑤要件なし
③その他の
要件

市民 ④要件なし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

購入金額の３分の１の額又
は２万円のどちらか低い金
額を補助（１００円未満切捨
て）

愛知県
生ごみ処理槽設置補
助金

愛西市
③エコリ
フォーム促進

補助 ⑤要件なし
③その他の
要件

市民 ④要件なし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

１基につき、購入に要する
経費に対し、４，０００円限
度として補助（１００円未満
切捨て）

愛知県
愛西市民間木造住宅
耐震診断事業

愛西市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
昭和56年5月31日以前に着
工された木造住宅。

④要件なし 特になし ⑥その他 耐震診断員の派遣 定額

愛西市民間木造住宅 ①補助（診断士
昭和56年5月31日以前に着
工された木造住宅で耐震診 ①特定の工事の工事費 耐震補強工事費用の 補助対象工事費の１分の１

愛知県
愛西市民間木造住宅
耐震改修費補助事業

愛西市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
工された木造住宅で耐震診
断において判定値が1.0未満
と診断された住宅。

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震補強工事費用の
1/1

補助対象工事費の１分の１
以内

愛知県
清須市住宅用太陽光
発電システム設置費
補助金交付

清須市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

自ら居住する市内の住宅（店舗等と
の併用住宅を含む。ただし、延べ床
面積の２分の１以上を居住の用に
供するものに限る。以下同じ。）にシ
ステムを新たに設置する者

市内の住宅 ④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

補助対象設備の設置に
かかる費用

1キロワット当たり20,000円

愛知県
清須市家庭用生ごみ
処理機購入補助金交
付

清須市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内に住所を有し、かつ、居
住している者

特になし ④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

購入価格(本体価格の
み)の2分の1

3万円を限度

愛知県
民間木造住宅耐震化
促進事業

清須市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

①中小事業者 ④要件なし
昭和56年5月31日以前に着
工された木造住宅

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

市の無料耐震診断を
受けた住宅に限る

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修にかかる費用 定額

愛知県
清須市雨水貯留槽設
置補助金交付

清須市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

100リットル当たり7,000円

愛知県
清須市雨水浸透桝設
置補助金交付

清須市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

浸透桝の設置数は、建築
面積100平方メートル未満
は3基以内、100平方メート
ル以上150平方メートル未
満は4基以内、150平方メー
トル以上は5基以内とする

愛知県
民間木造住宅耐震改
修費補助

北名古屋
市

①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

・昭和５６年５月３１日以前に
着工された木造住宅（戸建、
長屋、併用住宅で持家又は
貸家）

④要件なし
・北名古屋市等が実施
する無料耐震診断を受
けている。

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

定額（但し、対象経費が６０
万円を下回る場合は当該
経費の額）

愛知県
民間木造住宅耐震診
断補助

北名古屋
市

①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
委託契約をしている
建築士会から派遣さ
れた診断員

④要件なし ④要件なし 特になし ⑥その他 耐震診断員の派遣 定額

愛知県
北名古屋市雨水貯留
施設設置奨励金

北名古屋
市

④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

・市内住宅等で敷地内に貯
留施設を設置するもの。
・建物建築面積は１０㎡以
上。

④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

１基あたり15,000円 定額（設置基数による）

愛知県
住宅用太陽光発電シ
ステム設置補助

北名古屋
市

③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし 特になし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

1kwあたり20,000円
上限4kw（80,000円）

定額（太陽電池モジュール
最大出力値kwによる）
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
生ごみ処理機等購入
費補助

北名古屋
市

③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし 特になし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

購入費用の２分の１（限度
額有り）

愛知県
人にやさしい住宅リ
フォーム事業

北名古屋
市

②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

介護保険法、身体障害
者福祉法の住宅改修
が優先

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

給付対象者世帯員の市民
税所得割額の合計が１０万
円以上の場合は２分の１

愛知県
木造住宅耐震改修費
の補助制度

弥富市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市の耐震診断を受けている
事

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

リフォーム的な経費は含
まない

定額

愛知県
弥富市住宅用太陽光
発電施設導入費補助
金

弥富市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

1kwあたり30,000円（上
限12万円）

定額

愛知県
弥富市生ごみ処理槽
及び家庭用生ごみ処
理機設置補助金

弥富市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし ⑥その他

生ゴミ処理機　1基につ
き、購入価格に10分の7
を乗じて得た額又は
5,500円のいずれか低い
額　　　　　　　　　　家庭
用生ごみ処理機　購入
価格に3分の1を乗じて
得た額又は2万円のい
ずれか低い額

愛知県

みよし市住宅・建築
物安全ストック形成
事業（民間木造住宅
耐震診断事業）

みよし市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
市が委託契約した診
断員

③その他の
要件

補助対象家屋の所有者

・在来構法、伝統工法の木造
住宅で現在居住しているこ
と。　　　　　　　・昭和56年５
月31日以前着工された木造
住宅であること

④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

定額

震
住宅であること。

愛知県

みよし市住宅・建築
物安全ストック形成
事業（非木造住宅耐
震診断事業）

みよし市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

補助対象家屋の所有者
昭和56年５月31日以前着工
の非木造住宅

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象工事に要する費
用の３分の２

愛知県

みよし市住宅・建築
物安全ストック形成
事業（木造住宅耐震
改修事業）

みよし市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

補助対象家屋の所有者

・在来構法、伝統工法の木造
住宅で現在居住しているこ
と。・昭和56年５月31日以前
着工された木造住宅である
こと。
・市、(財)愛知県建築住宅セ
ンター、(財)愛知県建築住宅
センターまたは(財)名古屋市
建築保全公社が実施する耐
震診断をうけた住宅。

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象工事に要する費
用の３分の２

愛知県

みよし市住宅・建築
物安全ストック形成
事業（非木造住宅耐
震改修事業）

みよし市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

補助対象家屋の所有者 旧基準の非木造住宅 ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象工事に要する費
用の３分の２

愛知県

みよし市住宅・建築
物安全ストック形成
事業（アスベスト含有
調査等）

みよし市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

100%

愛知県

みよし市住宅・建築
物安全ストック形成
事業（アスベスト含有
調査等）

みよし市 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象工事に要する費
用の３分の２

愛知県
みよし市障害者等住
宅改修費支給事業

みよし市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

市内に住所を有し、次のいづ
れかに該当する者と生計を
一にする者。(1)介護保険法
に基づく要支援認定又は要
介護認定を受けている者(2)
身体障害者手帳の交付を受
けている者で、下肢、体幹又
は視覚の障害の程度が身体
障害者福祉法施行規則別表
第５号に定める３級以上のも
の。

特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象工事に要する費
用の５分の１
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
みよし市住宅用太陽
光発電システム設置
整備事業

みよし市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

発電システムを構築する太
陽電池モジュールの最大
出力に10万円を乗じて得た
額の2分の１

愛知県
みよし市高効率給湯
器設置費補助事業

みよし市
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

設置諸経費の10パーセント

愛知県

みよし市住宅・建築
物安全ストック形成
事業（木造住宅耐震
化緊急支援事業）

みよし市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

補助対象家屋の所有者

・在来構法、伝統工法の木造
住宅で現在居住しているこ
と。・昭和56年５月31日以前
着工された木造住宅である
こと。
・市、(財)愛知県建築住宅セ
ンター、(財)愛知県建築住宅
センターまたは(財)名古屋市
建築保全公社が実施する耐
震診断をうけた住宅。

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象工事に要する費
用

愛知県
あま市障害児・者日
常生活用具給付等事
業

あま市
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

身体障害者のみ ④要件なし ②工事費用に応じて決定
改修費の９割（最大１８万
円）

愛知県
あま市民間木造住宅
耐震診断事業

あま市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
愛知県建築士会
愛知県建築士事務所
協会

③その他の
要件

昭和５６年５月３１日以前に
建築をされた木造住宅（一戸
建て、長屋、共同住宅）

④要件なし ⑥その他 無料実施

愛知県
あま市耐震改修工事
補助金事業

あま市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

あま市民間木造住宅
耐震診断事業

②工事費用に応じて決定
改修費の1/1（最大９０万
円）

愛知県
あま市耐震改修工事
補助金事業

あま市 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

あま市民間木造住宅
耐震診断事業

②工事費用に応じて決定
改修費の1/1（最大９０万
円）

愛知県
民間木造住宅耐震改
修費補助事業

東郷町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 建築士の設計が必要
③その他の
要件

耐震改修を実施する住宅の
所有者

昭和56年5月31日以前に着
工された木造住宅で、本町
が実施する無料耐震診断を
受診し、診断結果が1.0未満
であった住宅

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事にかかっ
た費用

上限60万円

愛知県
日常生活用具給付等
事業
（住宅改修）

東郷町
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

1級～3級の下肢・体幹障害
を有する身体障害者（被介
護保険給付者は除く）

特になし
①ほかの補助事
業との併用は不
可

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

上限20万円

愛知県
東郷町人にやさしい
住宅リフォーム補助
金

東郷町
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

1級～3級の視覚障害者の居
住する住宅の所有者（介護
保険給付又は日常生活用具
（住宅改修）を受けられる方
は除く）

特になし
①ほかの補助事
業との併用は不
可

介護保険及び上記住
宅改修との併用は不
可

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

２分の１
上限15万円

愛知県
木造住宅耐震診断事
業

東郷町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
町が委託した耐震診
断員

③その他の
要件

耐震診断を実施する住宅の
所有者

昭和56年5月31日以前に着
工された木造住宅（在来軸
組構法及び伝統構法に限
る）

④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

耐震診断員の派遣
耐震診断及び改修費概算
見積提示に係る費用4.5万
円を定額補助

愛知県
生ごみ処理機等購入
費補助

東郷町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

町内在住で補助対象となる
物品を県内の販売店で購入
された方

④要件なし
申請期限は購入年度の
3月31日まで

⑥その他 購入金額の1/2を補助

生ごみ処理機・・・購入金額
の1/2（上限3,000円）
電動生ごみ処理機・・・購入
金額の1/2（上限2万円）

愛知県
浄化槽雨水貯溜施設
転用補助

東郷町 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

供用開始の告示日から3年
以内に排水設備等の工事を
行う方

④要件なし 特になし ②工事費用に応じて決定 改造費用の2/3を補助 上限8万円
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
長久手町住宅用太陽
光発電システム設置
整備事業補助金

長久手町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

自ら居住する町内の住宅（店
舗等との併用住宅を含む。）
にシステムを新たに設置す
る者及び町内に自ら居住す
るための住宅の新築に合わ
せてシステムを設置する者
で、かつ、町税に滞納のない
もの。（１つの住宅に対し１回
限り）

特になし ③その他
国の補助事業との併
用可

・住宅の屋根等への設
置に適した、低圧配電線
と逆潮流有りで連系し、
かつ、太陽電池の最大
出力が１０ｋｗ未満の太
陽光発電システムであ
ること。
・未使用品であること。
・電力会社と電力受給契
約を締結していること。

④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

１ｋｗ当たり３万円
上限４ｋｗ１２万円

定額

愛知県
長久手町雨水貯留槽
設置費補助金

長久手町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

自ら居住する町内の住宅（店
舗等との併用住宅を含む。）
に雨水貯留槽を設置する者
で、かつ、町税の滞納がない
もの。（１世帯につき１基）

特になし ④要件なし

・地上据置型であって、
貯留水の利用のための
動力を要しない構造で
あること。
・野外での打ち水等に用
いられるためのバルブを
有すること。
・雨樋を利用して雨水を
流入させる構造であるこ
と。
・密閉式で蚊等の発生を
防止できる構造であるこ
と。
・貯水容量が１５０リット
ル以上であること。

②工事費用に応じて決定
雨水貯留槽及び付帯設
備の購入に要する費用
並びに設置工事費

補助対象経費の３分の２以
内

愛知県
長久手町生ごみ処理
機購入費補助金

長久手町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

②都道府県（市区
町村）内の事業者

③その他の
要件

長久手町に住所を有する者
（１世帯１基まで）

特になし ④要件なし

生ごみを単に粉砕する
だけでなく、加熱、バクテ
リア等による分解等の
方法により、生ごみの容
積を減少又は消滅させ
る機器であって 耐久性

⑥その他 処理機の購入価格 購入価格の２分の１以内
機購入費補助金 フォーム促進 派遣を含む） 町村）内の事業者 要件 （１世帯１基まで） る機器であって、耐久性

があり、衛生的なもので
あること。また、水分等
が地中に浸透しないも
のであること。

愛知県
長久手町生ごみ発酵
用密閉バケツ補助金

長久手町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

②都道府県（市区
町村）内の事業者

③その他の
要件

長久手町に住所を有する者
（１世帯５基まで）

特になし ④要件なし

密閉用生ごみ処理材を
使用して生ごみの堆肥
化を促進することができ
る密閉式かつ容積１０
リットル以上２０リットル
以下の蓋付バケツ

⑥その他 バケツの販売価格 販売価格の２分の１以内

愛知県
長久手町生ごみ堆肥
化促進に関する補助
金

長久手町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

②都道府県（市区
町村）内の事業者

③その他の
要件

長久手町に住所を有する者
（１世帯２基まで）

特になし ④要件なし

生ごみの水分が地中に
浸透し、かつ悪臭、害虫
等を発生させない構造
及び材質であること。

③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

３千円 定額

愛知県
長久手町高齢者住宅
改修事業

長久手町
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

長久手町に住所を有し、住
民税が非課税の65歳以上の
者（同一建物同一世帯につ
いて１回に限り行うことがで
きる）

町内の住宅で、申請者が居
住していること

③その他

介護保険住宅改修を
優先し、介護保険住宅
改修で支払われる分を
差し引いて支給する。

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象設備の設置に
係る費用

30万円を上限に補助対象
設備の設置経費の10割を
支給

愛知県
長久手町地域生活支
援事業

長久手町
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

長久手町に住所を有し、住
民基本台帳に記載又は外国
人登録原票に登録されてい
る、下肢・体幹又は乳幼児期
以前の非進行性の脳病変に
よる運動機能障害（移動機
能障害に限る）を有する身体
障害者であって障害程度等
級2級以上の者（ただし、特
殊便器への取替えについて
は上肢障害2級以上の者）

特になし ③その他
介護保険法・老人福祉
法の施策の対象となら
ない者。

特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

補助対象設備の設置に
係る費用

設備費用や設置費用を、20
万円を上限とし全額補助

愛知県
長久手町木造住宅無
料耐震診断事業

長久手町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
昭和56年5月31日以前に着
工された木造住宅

④要件なし 特になし ⑥その他 耐震診断員の派遣 診断員を無料で派遣

愛知県
長久手町木造住宅耐
震改修費補助金

長久手町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

昭和56年5月31日以前に着
工された木造住宅で、町実
施の無料診断で判定値1.0未
満とされた旧基準木造住宅

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

町実施の無料診断もし
くは財団法人愛知県建
築住宅センターが実施
する耐震診断を受け、
その判定値が1.0未満
と診断されていること
が要件

特になし ⑥その他

地震に対する安全性の
向上を目的として実施す
る補給工事を対象とし、
上限６０万円（ただし、対
象経費が６０万円を下回
る場合は当該経費の
額）

上限６０万円（ただし、対象
経費が６０万円を下回る場
合は当該経費の額）
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
長久手町非木造共同
住宅耐震診断費補助
金

長久手町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

・昭和56年5月31日以前に着
工された非木造の共同住宅
・住宅以外の用途が延べ面
積の1/2未満
・耐火又は準耐火建築物

④要件なし
申請前に事前相談書の
提出が必要。

⑥その他 耐震診断費用

下記のいずれか一番低い
額　　・5万円/住戸1戸
・耐震診断費用の2/3
・延べ面積による診断費用
の2/3

愛知県
長久手町非木造共同
住宅耐震改修設計費
補助金

長久手町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

・昭和56年5月31日以前に着
工された非木造の共同住宅
で診断の結果、「安全な構造
でない」と判定されたもの
・住宅以外の用途が延べ面
積の1/2未満
・「耐震改修促進法」に基づく
耐震改修の計画の認定を受
けて、耐震改修設計工事を
実施するもの　　　・耐火又は
準耐火建築物

④要件なし
申請前に事業計画書の
提出が必要。

⑥その他 耐震改修設計費用
耐震改修設計費の2/3
（1棟あたり50万円限度）

愛知県
長久手町非木造共同
住宅耐震改修工事費
補助金

長久手町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

・昭和56年5月31日以前に着
工された非木造の共同住宅
で診断の結果、「安全な構造
でない」と判定されたもの
・住宅以外の用途が延べ面
積の1/3未満
・「耐震改修促進法」に基づく
耐震改修の計画の認定を受
けて、耐震改修設計工事を
実施するもの　　　　・耐火又
は準耐火建築物

④要件なし
申請前に事業計画書の
提出が必要。

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事費用

大規模共同住宅：耐震改修
工事費用（延べ面積による
上限47,300円/㎡）の23％
の2/3以内の額。ただし、住
戸1戸あたり50万円を限
度。　小規模共同住宅：耐
震改修工事費用（延べ面積
による上限32,600円/㎡）の
23％の2/3以内の額。ただ
し、住戸1戸あたり30万円を
限度。

愛知県
大口町住宅改修費助
成事業

大口町
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

身体障害者手帳1・2級（詳細
要件あり）
特定疾患

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

住宅改修助成の対象経費
100万円までの2分の1

愛知県
大口町民間木造住宅
耐震改修費補助

大口町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
無料耐震診断を受け、かつ
必要な補強が実施される住
宅

④要件なし
耐震補強分の費用を
明確にすること

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震補強工事費用の２分
の１　ただし上限額まで

愛知県
大口町住宅用太陽光
発電システム設置費
補助金

大口町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし １世帯１回限り
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

太陽電池モジュールの
最大出力値×２０，０００
円（最大４キロワットま
で）

愛知県
大口町雨水利用簡易
貯留施設設置費補助
金

大口町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし
対象施設は１基（簡易貯
留施設は２基）まで

②工事費用に応じて決定
清掃及び工事に要した
費用

費用の２分の１の額または
上限額のいずれか少ない
額

愛知県
大口町生ごみ処理機
器購入補助金

大口町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
町内の販売店から購
入

④要件なし 特になし ④要件なし
ごみ処理機は１基（容器
は２基）まで

②工事費用に応じて決定 購入価格
費用の２分の１の額または
上限額のいずれか少ない
額

愛知県

扶桑町住宅用新エネ
ルギーシステム導入
補助金（太陽光発電
システム）

扶桑町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

1ｋｗにつき2万円

愛知県

扶桑町住宅用新エネ
ルギーシステム導入
補助金（太陽熱利用
システム）

扶桑町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

自然循環型1万5千円、強
制循環型3万円

愛知県
扶桑町生ごみ処理機
等購入補助金

扶桑町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし ⑥その他
購入費の１／２（100円未満
切り捨て）。2千円以上のも
のに限る

愛知県 耐震診断・耐震改修 扶桑町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし ⑥その他
耐震診断は無料・耐震改修
は定額

愛知県
民間木造住宅耐震改
修費補助金

大治町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

旧耐震診断基準で建築され
た民間木造住宅で、耐震診
断を受けた住宅

①ほかの補助事
業との併用は不
可

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修に要する費用の
1/2で上限額を600,000円と
する。

愛知県
蟹江町民間木造住宅
耐震改修費補助事業

蟹江町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

昭和56年5月31日以前に着
工された木造住宅（戸建、長
屋、併用住宅、共同住宅で
貸家を含む）で町が行う無料
耐震診断を受けられ、総合
判定が1.0未満であったも
の。

①ほかの補助事
業との併用は不
可

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修のみにかかる
費用

1/1
1棟あたり90万円を限度
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
蟹江町民間木造住宅
耐震改修費補助事業

蟹江町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

昭和56年5月31日以前に着
工された木造住宅（戸建、長
屋、併用住宅、共同住宅で
貸家を含む）で町が行う無料
耐震診断を受けられ、総合
判定が1.0未満であったも
の。

①ほかの補助事
業との併用は不
可

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修のみにかかる
費用

1/1
1棟あたり90万円を限度

愛知県
無料耐震診断補助事
業

飛島村 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
建築士事務所協会へ
委託

④要件なし
昭和56年5月31日以前に建
築された木造住宅

④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

1件　45,000円

愛知県 耐震改修費補助事業 飛島村 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし

村の無料耐震診断を受けた
結果、評点が1.0未満で0.3以
上を加算して1.0以上にする
工事をすること

④要件なし 村税に滞納がないこと
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事費の1/１(上
限150万円）

愛知県
住宅用太陽光発電シ
ステムの設備費補助
金

飛島村
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 村税に滞納がないこと
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

1キロワット当たり100,000
円に最大出力値を乗じて得
た金額（上限40万円）

愛知県
無料耐震診断補助事
業

阿久比町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
建築士会へ委託（耐
震診断員登録）

④要件なし
昭和56年5月31日以前に着
工された木造住宅

④要件なし 特になし ⑥その他 耐震診断員の派遣
無料で派遣（自己負担な
し）

愛知県 耐震改修費補助事業 阿久比町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし 施工可能な業者 ④要件なし

町の無料耐震診断を受けた
結果、評点が1.0未満で0.3以
上を加算して1.0以上にする
工事をすること

④要件なし 町税に滞納がないこと
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事費の1/2

愛知県
住宅用太陽光発電シ
ステムの設備費補助
金

阿久比町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 町税に滞納がないこと
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

1キロワット当たり20,000円
に最大出力値を乗じて得た
金額金

フォ ム促進 派遣を含む） 応じて補助額を設定
金額

愛知県
生ごみ処理機の補助
金

阿久比町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

容器・処理機とも購入金額
の1/2

愛知県
東浦町民間木造住
宅耐震改修費補助
金

東浦町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

耐震改修費に補
助

⑤要件なし
③その他の
要件

町の実施する無料耐震診断
等を受け、診断の判定値が
１．０未満である住宅で、耐
震改修工事後の判定値が
１．０以上となる住宅（ただ
し、判定値に０．３を加算した
数値以上とするものに限る）

町の実施する無料耐震診断
等を受け、診断の判定値が
１．０未満である住宅で、耐
震改修工事後の判定値が
１．０以上となる住宅（ただ
し、判定値に０．３を加算した
数値以上とするものに限る）

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修に要する費用で
75万円以内

愛知県
東浦町民間木造住宅
耐震診断費補助金

東浦町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
③その他の
要件

昭和56年5月31日以前に着
工した木造住宅の所有者等

昭和56年5月31日以前に着
工した木造住宅の所有者等

④要件なし 特になし ⑥その他
民間木造住宅耐震無料
診断

愛知県
東浦町民間非木造住
宅耐震診断費補助金

東浦町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

診断費に補助 ④その他の要件
③その他の
要件

昭和56年5月31日以前に着
工した非木造住宅の所有者
等

昭和56年5月31日以前に着
工した非木造住宅の所有者
等

④要件なし 特になし ⑥その他
規模や診断費に応じて
決定

耐震診断費用のうち補助
対象経費の２／３を補助
「補助対象経費限度額」
・一戸建て非木造住宅は
130,000円／戸以内
・一戸建て以外の非木造住
宅の限度額
延べ床面積1,000㎡未満の
部分…１㎡当たり2,000円
延べ床面積1,000㎡以上
2,000㎡未満の部分…１㎡
当たり1,500円
延べ床面積2,000㎡以上の
部分…１㎡当たり1,000円

愛知県
東浦町障害者地域生
活支援事業

東浦町
②バリアフ
リー改修

扶助費による給
付

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

対象工事費のうち20万円
から所得に応じた利用者負
担額（最大10％）を差し引
いた額
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
東浦町障害者住宅改
修費助成事業

東浦町
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

②ほかの補助事
業の利用を要件
としている

東浦町障害者地域生
活支援事業の住宅改
修事業利用者に限る。

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

対象工事費から東浦町障
害者地域生活支援事業で
給付される額（最大20万
円）を差し引いた額。ただし
課税世帯は20万円、非課
税世帯は40万円を補助限
度額とする。

愛知県
東浦町高齢者住宅改
修費助成金交付事業

東浦町
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
①高齢者・身
体障害者の
み

④要件なし ⑥その他
介護保険で補助が認め
られたものを対象とす
る。

総工事費から介護保険で
補助される分（20万円まで）
を超過した分について、課
税世帯は20万円まで、非課
税世帯は40万円まで

愛知県
東浦町住宅用地球温
暖化対策機器設置費
補助金

東浦町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

（申請者）
1世帯各システム1回のみ
町税の未納のないもの

自らが居住する住宅に設置
（店舗併用は１/2以上住居）

③その他
太陽光は国の補助に
適合する機種

特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

補助上限額記載参照

愛知県
東浦町生ごみ処理機
器購入費助成金交付

東浦町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

②都道府県（市区
町村）内の事業者

③その他の
要件

1世帯5年に1回
町税の未納のないもの

特になし ④要件なし 特になし
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

補助上限額記載参照

愛知県
雨水貯留浸透施設設
置補助

東浦町 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

上限額か工事費の2/3、
4/5の低い額

愛知県
東浦町生垣設置及び
ブロック塀等撤去事
業補助金

東浦町 ④災害予防
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

所有者 ④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

生垣設置及びブロック塀
等撤去にかかる費用

生垣設置2,000円/ｍ
ブロック塀等撤去3,000円/
ｍ業補助金 ｍ

愛知県
南知多町民間木造住
宅耐震改修費補助金

南知多町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
愛知県が指定する業
者

③その他の
要件

住宅の所有者及び同居の親
族

町内の昭和５６年５月31日以
前の耐震基準で建築された
木造住宅で、耐震診断の判
定値が１．０未満のもの

④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修に係る費用
補助対象工事費の１／２以
内

愛知県
住宅用太陽光発電施
設導入促進費補助金

南知多町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし 特になし ④要件なし 特になし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

2万円 / kW  (上限4kW) 定額

愛知県
民間木造住宅耐震改
修補助事業

美浜町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

町で実施している、耐震診断
を受け、危険と判定された住
宅の所有者

特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事にかかる
費用

対象経費の１／２
（上限６０万円＋３０万円）

愛知県
生ゴミ堆肥化容器等
設置奨励補助金

美浜町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

②都道府県（市区
町村）内の事業者

③その他の
要件

町内の業者で購入した者 ④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

コンポストは取得価格１／２
以内２，７００円
電動生ゴミ処理機は取得
価格１／２以内１８，０００円

愛知県
住宅用太陽光発電シ
ステム設置費補助金

美浜町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

町内の自ら居住する住宅に
設置する者で町税の滞納が
ない者。

特になし ④要件なし 特になし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

2万円 / kW  (上限4kW)

愛知県
民間木造住宅耐震診
断費補助事業

武豊町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
昭和５６年以前に建築された
木造住宅

④要件なし ⑥その他 定額

愛知県
民間木造住宅耐震改
修費補助事業

武豊町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
昭和５６年以前に建築された
木造住宅

④要件なし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事にかかる
費用

100%

愛知県
住宅用太陽光発電シ
ステム設置費補助金
制度

武豊町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ③その他 国の補助金と併用可
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

太陽電池の最大出力値
(kw) × 20,000円　 （限
度額：８万円）

愛知県
住宅用高効率給湯器
設置費補助金制度

武豊町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ③その他 国の補助金と併用可
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助

定額
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地方公共団体におけるリフォーム支援策に関する調査結果
（平成２３年８月時点における支援制度）

（１）補助名称および実施地方公共団体 （２）リフォーム支援策の分類について （３）支援方法について （４）補助要件について （５）補助内容について
工事施工者 発注者 他の補助事業との関係 その他 A)支援対象

分類
（以下の選択肢か
ら選択）
①中小事業者
②都道府県（市区
町村）内の事業者
③都道府県（市区
町村）内の事業者
かつ中小事業者
④その他の要件
⑤要件なし

備考

分類
（以下の選択
肢から選択）
①高齢者・身
体障害者の
み
②低所得者
のみ
③その他の
要件
④要件なし

備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①ほかの補助事
業との併用は不
可
②ほかの補助事
業の利用を要件
としている
③その他
④要件なし

備考
（工事内容、工事施工
者、実施住宅以外の要
件を記入して下さい。）

分類
（以下の選択肢から選択）
①特定の工事の工事費
用に応じて決定
②工事費用に応じて決定
③（工事費用にかかわら
ず）定額を補助
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定
⑤使用する材料量に応じ
て補助額を決定
⑥その他

備考
備考

分類
（以下の選択肢
から選択）
①補助（診断士
派遣を含む）
②融資（無利
子）
③利子補給
④融資（有利
子）
⑤ポイント発行

備考 リフォーム実施住宅 補助率等都道府県名 補助名称
実施地方
公共団体

分類
（以下の選択
肢から選択）
①耐震改修
②バリアフ
リー改修
③エコリ
フォーム促進
④災害予防
⑤リフォーム
促進
⑥その他

愛知県
生ごみ堆肥化容器等
設置費補助金制度

武豊町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし ④要件なし ⑥その他

購入金額の１/２以下
限度額：生ごみ密封処
理容器・生ごみ堆肥化
容器、3千円/台
生ごみ処理機1万5千円

愛知県
幸田町木造住宅無料
耐震診断事業

幸田町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

住宅の所有者 特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

無料

愛知県
幸田町民間木造住宅
耐震改修費補助事業

幸田町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

年度内に完了する耐震改修 特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

費用の１／１＜６０万円

愛知県
幸田町住宅用太陽光
発電システム設置費
補助事業

幸田町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

町内の住宅 特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

４万円／１ｋｗ

愛知県
幸田町生ごみ処理容
器等設置費補助事業

幸田町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

町内に住所を有し、居住して
いる者

特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

費用の１／２＜６千円
費用の１／２＜３万円

愛知県
幸田町障害者住宅改
修費交付事業

幸田町
②バリアフ
リー改修

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

町内に居住している障害程
度等級3級以上の児者及び
視覚障害2級以上の児者

特になし ④要件なし 特になし
①特定の工事の工事費
用に応じて決定

費用の９／１０＜２０千円

愛知県
設楽町民間木造住宅
耐震改修費補助金

設楽町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件
愛知県建築物地震対
策推進協議会の認定
研修を受けた者

③その他の
要件

耐震診断を受けた者 ④要件なし ②工事費用に応じて決定
対象経費の1/2
上限130万円

愛知県
設楽町住宅用太陽光
発電システム設置ひ
補助金

設楽町
③エコリ
フォーム促進

①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし
③その他の
要件

自ら居住する町内の住宅 ④要件なし
④設置する設備の性能に
応じて補助額を設定

1kW×50,000円
上限20万円

愛知県
設楽町住宅リフォー
ム促進事業助成金

設楽町
⑤リフォーム
促進

①補助（診断士
派遣を含む）

②都道府県（市区
町村）内の事業者

町内業者
③その他の
要件

・町内に住所を有する者

・引き続き５年以上居住する
・自ら居住する町内の住宅 ③その他

ほかの補助事業との
併用可(ただし、他の補
助事業分を差し引いた
自己負担分のみ補助
対象とする)

②工事費用に応じて決定
工事費用の自己負担額
が20万円を超えるもの

対象経費×1/5(上限10万
円)

愛知県
民間木造住宅耐震改
修費補助金

東栄町 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 登録業者 ④要件なし 町内の木造住宅
①ほかの補助事
業との併用は不
可

判定値1.0未満を1.0以上
とする耐震改修工事

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事費
１／２（600千円を超える場
合は600千円）

愛知県
民間木造住宅耐震診
断費補助事業

豊根村 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

⑤要件なし ④要件なし
昭和５６年以前に建築された
木造住宅

④要件なし ⑥その他 定額

愛知県
民間木造住宅耐震改
修費補助金

豊根村 ①耐震改修
①補助（診断士
派遣を含む）

④その他の要件 ④要件なし
昭和５６年以前に建築された
木造住宅

④要件なし
判定値1.0未満を1.0以上
とする耐震改修工事

①特定の工事の工事費
用に応じて決定

耐震改修工事費
上限60万円で下回る場合
は当該経費の額。
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